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　公益法人制度を抜本的に改革するため、「公
益法人制度改革関連3法案」が平成18年（２００６
年）3 月に閣議決定され、同年 5月の第 １６４
回通常国会において法案が成立し、平成 20
年（２００８ 年）12 月 1 日に施行されました。
そして、この日から 5年以内（平成 25 年 11
月 30 日）に新制度に移行しなければならな
いこととなったのです。この 5年以内にこれ
までの民法上の法人が何もしなかった場合や
認定申請（公益財団法人への）・認可申請（一
般財団法人への）が不許可となり、認定も認
可も受けなかった場合は、移行期間の終了日

（平成 25 年 11 月 30 日）をもって自動的に解
散となることとなりました。
　公益目的事業を２以上の都道府県で行う財
団法人の場合、公益財団法人への移行認定は
内閣総理大臣が行うのですが、その前提とし
て国家行政組織法上のいわゆる「８条委員会」
である有識者からなる合議制の公益認定等委
員会が公益認定について内閣総理大臣からの
諮問を受けて内閣総理大臣へ答申することと
なりました。
　公益認定の要件は、公益目的事業支出が全
支出の50％以上であることなど18項目。「公

巻 頭 言
「公益財団法人アジア刑政財団」への

理事長　日野　正晴移行にあたって
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益目的事業」の定義は、公益法人認定法別表
の 23 事業に該当し、なおかつ、不特定かつ
多数の者の利益の増進に寄与するものでなけ
ればなりません。当財団の場合は、第10号「犯
罪の防止又は治安の維持を目的とする事業」
及び第 15 号「国際相互理解の促進及び開発
途上にある海外の地域に対する経済協力を目
的とする事業」がそれに当たります。
　私は、平成 21 年（２００９ 年）7 月 2 日に理
事長に就任いたしました。当財団をどのよう
な方向に向けて舵を向けて行くのかが大きな
喫緊の課題となりました。
　翌年の財団の年賀状に「…4年内を期限と
する新公益法人への移行認定に向けて、財政
基盤の確立、公益事業活動の充実等山積する
課題に財団の総力を挙げて当たる所存…」と
書きました。これまで、当財団への寄付は例
年財務省主税局や法務省刑事局にお願いし
て、「特定公益増進法人」（いわゆる「特増」
法人）に対する寄付として、認めていただい
ておりましたが、新たな制度では、公益財団
法人に移行しないと「特増」の対象とはなら
ないこととなったからです。
　そして、平成 22 年 1 月 29 日開催の理事会
において、新公益法人への移行については、
「財団の財政状況の改善を待って申請するこ
とを検討しているが、新公益法人の基本構想
を次回役員会に諮る」旨報告いたしました。
　その後、事務局を中心として公益財団法人
の新しい定款案などが作成されました。
　平成 23 年 1 月 28 日に開催された理事会に
おいては、「公益認定スケジュール等につい
て」が報告され、定款変更案作成の基本構想
素案が示されました。
　平成 23 年 3 月 25 日、国内支部実務担当者
会議を開催し、公益認定の申請に関する事項
について協議する予定のところで、3 月 11
日東日本大震災が発生し、それまで温めてき
た東京支部構想がくじかれてしまいました。
改めて、同年 4月 21 日、国内支部実務担当

者会議を開催し、公益認定の申請に関する事
項について、説明が行われました。この資料
には、法人の根拠事項等、公益認定を得るた
めに必須の主な要件、本部と支部の調整事項
として、ガバナンス、経理等が説明されまし
た。同年 6月 30 日開催の理事会においては、
財団の存続問題が真剣に議論され、財団本部
としては、「定款」及びそれに付随する規程
類の起案、一般により理解されやすいビジネ
スモデルの構築と実行に全力を尽くすべきで
あると決議されたのです。
　同年 10 月 7 日に開かれた理事会において、
事務局から提示された新法人に対応した定款
案等については、基本的事項に関する了承が
あり、詳細については、新法人への移行時期
をも踏まえて、支部等の意見も取り入れつ
つ、さらに検討することとされました。これ
に基づき、平成 24 年 3 月 9 日開催の国内支
部実務担当者会議において、「平成 24 年度の
会計事務について（試行案）」を示しました
が、これは、新法人への移行にあたっては、
会計事務が法人の会計基準に則り、適正かつ
適切に処理されていることが必須の条件であ
ることに鑑み、支部が管理する資金の本部へ
の移管と経理事務の主たるものを本部で処理
する体制に改めることが決議された同年 1月
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27 日開催の理事会決議によるものでありま
した。なお、同理事会においては、他の公益
法人の例をも参考にした定款案の推敲案が示
されました。
　平成25年1月24日開催の理事会において、
新定款の最終案が報告されました。5月 8日、
法曹会館で最初の評議員選定委員が開催され
ました。内部委員は、堤評議員、北村監事、
堀内事務局長、外部委員は、戸松秀典（学習
院大学名誉教授）、近藤信司（元国立科学博
物館館長）の各氏でした。
　最初の評議員として選任されたのは、加藤
英継（弁護士・元さいたま家裁所長・元アジ
研教官）、兼元俊徳（弁護士・元国際刑事警
察機構総裁・元内閣情報官・元アジ研研修参
加者）、上村成生（税理士・元高松国税局長）、
千葉景子（弁護士・元法務大臣）、原田明夫
（弁護士・元検事総長・元アジ研研修参加者）、
森恭彦（元財団府中支部副会長）の各氏です。
　ここからは、内閣府公益認定等委員会事務
局と当財団事務局との事前の折衝の日々が続
きました。
　そして、9 月 25 日、内閣府へ公益財団法
人への移行認定申請書等を提出しました。
　その結果、11 月 15 日、公益認定等委員会
山下徹委員長から、内閣総理大臣に対し、「平
成25年11月8日付け府益担第６６６０号をもっ
て公益認定等委員会に諮問があった件」につ
き、「認定の基準に適合すると認めるのが相
当である」旨の答申がありました。
　８条委員会からの答申や建議については、
これが覆されることもたまにはありますが、
きわめて例外的なことですから、当財団が内
閣総理大臣から来年早々に公益認定を受ける
ことは間違いありませんので、4月 1 日には
その旨の登記を行う予定です。
　これまでの経緯を縷々記しましたが、これ
までの事務局を中心とする苦労が報いられた
ものですから本当に喜ばしいと思います。当
財団の学術評議員で法務省特別顧問の松尾浩

也先生からは「…このほどアジア刑政財団が
公益財団法人に認定されることになった旨の
お知らせを頂き喜ばしく存じます。しかし、
その間に理事長始め御関係のかたがたの多大
の御苦労があったことは想像に難くありませ
ん。お骨折りに感謝しつつ財団の新たな発展
を祈りたいと思います」とのお手紙を頂戴い
たしました。
　松尾先生は、「社団法人学士会」の理事長
として、平成 25 年 4 月 1 日の「一般社団法
人学士会」への移行に大変ご苦労なさいまし
たので当財団が「公益財団法人」へ移行する
ための諸手続きがいかに大変であるかをよく
ご承知で、このようなお便りを頂いたものと
思います。
　ちなみに、公益認定等委員会のＨＰによる
と、旧民法法人制度のもとでの ２４,３１７ 法人
の内、新制度のもとでの法人へ移行申請した
のは、２０,７３６ 法人で、そのうち公益法人へ
の移行は、９,０５４ 法人（44％）、一般法人へ
の移行は、１１,６８２ 法人（56％）であったと
いうことです。残りの ３,５８１ 法人は、解散若
しくは合併によって、消滅しました。
　私事で恐縮ですが、11 月 6 日には天皇陛
下より「瑞宝大綬章」を拝受いたしました。
この秋、私にとっては、二重の喜びでありま
す。あらためまして皆様方のご支援とご協力
に対しまして、厚く御礼申し上げる次第であ
ります。
　公益財団法人への移行により、公益法人制
度改革への対応という本財団にとって大きな
課題の一つは一段落しましたが、本財団はま
だまだ多くの大きな課題を抱えております。
その最も大きな課題は、財政的基盤の拡充で
あります。また、主要な事業内容の更なる発
展も大きな課題です。この二つが車の両輪と
なり、当財団を牽引して更なる発展を目指し
て取り組んでまいりますので、会員、関係者
の皆様のご支援・ご協力を改めてお願い申し
上げます。　
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公益財団法人移行の意義と今後の留意点
事務局長　堀内　国宏

はじめに
　日野理事長の巻頭言にありますように、５
年来の懸案でありました当財団の「公益財団
法人」への移行は、本年４月１日に予定され
ている設立登記をもってその手続きを完了
し、当日から、新しい定款に基づく「公益財
団法人アジア刑政財団」がスタートすること
となりました。
１公益財団法人移行の意義
　この移行によって、当財団は、「公益社団
法人及び公益財団法人の認定等に関する法
律」（以下、この法律を「認定法」と略称します）
に基づく「公益財団法人」となり、いわゆる「免
税財団」としての存続が可能となりました。
　なお、当財団のことを「公益財団法人アジ
ア刑政財団」と呼べるのは、本年４月１日の
登記の日からです（旧来の「財団法人アジア
刑政財団」名義の預金口座などは、その日以
降に名義を変更する必要があります）。
　そして、この新法人は、新定款に基づいて、
一般社団法人及び一般財団法人に関する法律
（以下、この法律を「一般法」と略称します）
及び上記の認定法の定める基準に反しないよ
う留意しながら新定款が定める公益目的事業
を行うことになるのです。
　これらの法律では、一般法人、公益法人を
通して、ガバナンスの徹底及び財政支出の透
明化を強く求めており、公益法人については、
特に、財政運営に関して厳しいルールを設け
て、その徹底を計っています。
　公益法人に関する認定法の考え方の基本
は、次のとおりです。
①�公益法人が行う公益目的事業というのは、
本来、国が行うべき公益事業を、民間が民
間の金を集めて、広く不特定多数の人々の
利益の増進に寄与するために行う事業であ

る（認定法２条４号）。
②�だから、こうした公益法人への寄附金につ
いて、税法上、優遇措置をとることが相当
である（認定法 58 条）。⇒優遇措置の内容
＝所得税法 78 条など（寄附金控除）
③�そうした税法上の優遇措置をとる以上は、
こうした公益法人が行う公益事業を限定す
る必要がある（認定法２条関係別表）。
④�公益法人における財政運営については、次
のような厳しいルールが必要である。
　ア�その収入は、その法人が行う公益目的事
業の実施に必要な額を越えてはならない
（認定法 14 条）。

　イ�公益法人は、その支出総額の 50％以上
を、公益目的事業に支出しなければなら
ない（認定法 15 条）。

　ウ�公益法人の年度末遊休財産額（総繰越額
マイナス基本財産額等）は、当該年度の
公益目的事業実績額を超えてはならない
（認定法 16）。（遊休財産≦公益目的事業
支出）

　これからは、こうした考え方の下で、この
財団の事業を進めていくことになりますの
で、よろしくお願いいたします。
２今後の留意点
　以下、今回の公益財団法人移行によって、
従来とは異なる取扱いになる点を中心に、今
後の留意点について述べておきます。
⑴�監督官庁が、法務省（法務大臣）から内閣
府（内閣総理大臣）となります。
　�　内閣府は、公益法人から、公益事業実施
計画書、予算書、決算書等の提出を受けて、
定期検査、随時検査等を通して、公益法人
を指導・監督します。
⑵�内閣府が公益財団法人に対してとれる最も
厳重な処置は、「公益財団法人の認定を取
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思決定機関として規定しています（新定款
13 条）。
　�　評議員（3～ 12 名）、評議員会は、株式
会社における株主、株主総会とほぼ同様の
機能を果たします（理事・監事の選任・解
任、定款変更、財団の重要財産の処分など
……新定款 14、20 条）。
　�　理事（12 ～ 24 名）、理事会は、株式会
社の取締役、取締役会とほぼ同様の機能を
果たします（財団の業務執行方針の決定、
財団規則等の制定・変更・廃止、代表理事・
業務執行理事の選定・解職など……新定款
30 条 1―（1）、39 条）。

　�　代表理事（2名）は、財団の代表権を有
する理事のことで、会長及び理事長を指し
ます（新定款 30 条 2、3、32 条 2、3）。

　�　業務執行理事（4名以内）は、新しくで
きた制度で、理事のうち、財団業務を全般
的に又は部分的に執行する理事で、内３名
以内が副理事長として財団業務を全般的に
執行します（新定款 30 条 2、4、32 条 4、5）。

　�　監事（2名以内）は、理事の職務執行の
監督機関であり、監査報告書を作成します。
　�　また、監事は、評議員会及び理事会に出
席して意見を述べることもできます（新定
款 30 条 1―（2）、33 条）。
⑹�財団資産の管理・運用は、理事会が定めた
方法により、理事長の下に統一して行いま
す（新定款 7条）。
　�　現行寄附行為でも、同様の規定がありま
すが（寄附行為９条）、従前は、それぞれ
の支部が、それぞれに支部長名義で定期預
金及び普通預金を有しており、その定期預
金が財団の基本財産に充てられていまし
た。
　�　この点が、移行認定申請の過程での最大
の問題点となったわけです。
　�　内閣府側からは、「支部は、財団全体の
意思決定執行機関ではなく、財団の業務執
行を部分的に担う組織であるから、支部が、

り消す」旨の決定であり、これが出ると、
それまでの「公益財団法人」は、「一般財
団法人」になります（「解散」にまでは至
りません）。
⑶�公益法人への寄附は、これまでどおり、寄
附金控除の対象となります。
　ただ、これまでとは違って、本部から、「寄
附金に関する証明書」を出す必要がなくなり
ます（寄附者は、納税申告の際、「公益財団
法人アジア刑政財団」宛ての寄附金として申
告し、それが財団の発行する領収書等で立証
できればいいのです）。
⑷�当財団が行うことができる「公益目的事業」
の範囲が広がります。
　従前の「特定公益増進法人」としての当財
団が行うことができる「公益目的事業」は、
当時の税法によって、「開発途上にある海外
の地域に対する経済協力を目的とする事業」
に限定されていましたが、「認定法」の制定
により、同法の別表のうち、
　�①犯罪の防止又は治安の維持を目的とする
事業（別表⑩）
　�②国際相互理解の促進を目的とする事業
（別表⑮）
　�③開発途上にある海外の地域に対する経済
協力を目的とする事業（別表⑮）
の３分野の事業が、当財団の行うことができ
る公益目的事業として認定されました。
　この結果、犯罪防止についての啓発を目的
とする国内での公開講演会なども公益目的事
業として行うことができることになったので
す。
⑸�公益法人では、ガバナンスと法令の遵守が
特に強く要求され、法定の機関が法律及び
定款に基いた意思決定を行うこととそれに
基いた事業の執行が強く求められていま
す。
　�　そこで、新定款では、「認定法」等の規
定に基づき、評議員、評議員会、理事、監
事及び理事会の役員及び機関を当財団の意
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支部長名義で定期預金・普通預金を持つこ
とは、ガバナンス上、認められない。」と
の強い指導があったのです。
　�　そうしたことから行ったのが、昨年度に
実施した預貯金の理事長名義化です。
　�　しかし、当財団の設立経緯などから、少
なくとも、当財団内では、「支部財産の自
主管理」は、最大限認めたいところです。
その結果、「地元銀行における理事長名義
定期預金の設定」、「小口現金払・自動引落
対応を限度とする普通預金の支部残存」と
いう形で、この課題を乗り越えました。
⑺�支部の長の任免権者が理事長になります
（支部設置運営規則 6条）。
　�　現行寄附行為においては、「支部」のこ
とは、「理事会に付すべき事項」として「第
４条に掲げる事業を推進するために必要と
する国内及び国外の財団支部の設置及びそ
の基本的な組織、運営に関する事項。」（寄
附行為 26 条 2）としてその名称が出てい
ますが、それに対応する「財団支部の設置
等に関する規則」にも、支部の長の任免権
者についての規定はありません。
　�　すべては、それぞれの支部の自主・自律
の下にそれぞれの支部に任されていたので
す。既存の支部の支部規則では、すべての
支部で、支部の長は、その支部の役員の互
選によって選任することとなっています。
　�　この点についても、内閣府側から強い指
導がありました。
　�　すなわち、「支部は、財団全体の意思決
定執行機関ではなく、財団の業務執行を部
分的に担う組織であるから、支部の長の選
任権は、理事会が持たなければならない。」
とするものです。
　�　この点も、今回の「公益法人改革三法」
の制定目的の一つが、「ガバナンスの徹底」
にあることによります。
　�　そこで、当財団では、新定款の下に、「支
部設置運営規則」を新たに用意し、そこ

に、支部の長の任免は、理事長が理事会の
承認を経て委嘱し、又は委嘱の解除をして
行う。」（同 6条 2）と規定しました。
　�　もちろん、このような規定を置いたから
といって、理事長が支部の意向を無視して、
勝手に支部の長の任免を行うことはありま
せん。そのために、その条文に、「理事会
の承認を経て」との文言を入れ、また、本
年早々には、各地域支部にお願いして、地
域支部からも理事候補を推薦いただくこと
にしているのです。
⑻�公益法人は、公益目的事業として認定を受
けた公益目的事業しか行えません。
　�　当財団では、上記の「（４）」の①～③で
記載した３種類の「公益目的事業」を行う
ことができることになりましたが、今回の
移行認定においては、現実に行っている公
益目的事業を、計画立案、予算編成、決算
の実務上便利なように、次の３種類に分類
して認定を受けています。
　①�国連アジア極東犯罪防止研修所等の実施
する国際研修に対する支援及びそれに海
外から参加する研修参加者に対する支援
を目的とする事業

　②�犯罪防止、犯罪者処遇向上等に係る研修、
講演会等の実施により、市民の刑事司法
への理解の促進・深化等を図ることを目
的とする事業

　�③国連アジア極東犯罪防止研修所及び海外
の刑事司法関係者、機関等との協力関係を
通して、海外での公益目的を達成する事業
ですから、移行に際しては、この分類ごと
に、計画立案をし、予算を編成し、決算を
することとなります。
　�　これらの項目に該当しない公益目的事業
を始めようとするときは、改めて、事前に
その事業についての内閣府への認定申請が
必要になります。
　�　なお、当財団では、収益事業は行わない
こととしています。
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会を開いて、事業計画等の補正の決議をし
て、内閣府に変更認定申請又は変更届を出
す必要があります。
　�　事業計画と収支予算書は当然に連動して
おり、個々の事業の実施経費について積算
をし、それを積み上げたものが収支予算書
に盛り込まれます。つまり、事業計画と収
支予算書は、各支部から提出される計画及
びその積算等を明らかにした調書に加え、
財団本部の計画等を総合したものを積み上
げ、３月に理事会を開催して決議し、内閣
府に提出することになります。
　�　ただし、本年度については、まだ移行前
なので、次年度の事業計画書と収支予算書
の内閣府への提出は不要ですが、来年度は、
公益財団法人として、それらに基づいて公
益目的事業を展開し、決算するのですから、
本年度も、そうしたものを正確に作り上げ
ておく必要があります。
　�　現在考えているその作業日程は、次のと
おりです。
　　　�①支部の事業計画案・積算調書等提出

（１月中）
　　　�②本部で全体を調整・決定（２月中）
　　　�③理事会で事業計画・収支予算書決議

（３月中）
終わりに
　以上のとおり、公益法人に移行して厳しい
財政ルールが敷かれ、これに従いながらこれ
からの財団活動を更に発展させていくことに
なりますが、今回の移行で、当財団が行うこ
とができる公益目的事業の幅が広がることで
もあり、毎年、翌年度の公益目的事業計画を
しっかりと作り、その実行を裏付ける予算を
作成して、それを実行に移して本部・支部の
活動を活発化し、かつ、それに見合う収入活動
（会員増強、寄附金受入など）も活発化すれば、
この公益財団法人は、永続・発展できるので
すから、それを目指して、頑張りましょう。

⑼�公益法人の財政運営には、次のような厳し
いルールが定められています。
　�ア　予算、決算を通して、総支出の 50 パー
セント以上は、公益目的事業に充てなけれ
ばなりません（認定法 15 条）。
　�　これは、公益法人として当然の規定です
が、50 パーセント未満であれば、管理費
等の支出に充てることができるという意味
でもあります。
　�　なお、これに関連して、実務としても、
寄附金を受け入れるに際しては、あらかじ
め寄附予定者に「寄附されたお金について
は、その 50 パーセント以上を公益目的事
業に充てます」旨を寄附案内書に記載する
こととなりました。これを記載しておかな
いと、そこでの寄附は、公益目的事業に目
的を指定した寄附とみなされ、その寄附金
は全額公益目的事業にのみ使うことになる
からです。
　�イ　毎事業年度末における遊休財産の額
は、当該年度の公益目的事業の実施に要し
た費用の額を基礎として算出した額を越え
てはならないのです（認定法 16 条）。

　�　これは、「その年度の公益法人収入は、
その年度の公益目的事業に使え。それ以上
の収入は求めるな」とういう認定法 14 条
の精神を具体化したものです。
　�　その意味でも、本年度もこの要件を満た
した決算としなければなりませんし、来年
度のしっかりとした公益事業計画の確立と
それに従った予算執行が強く求められるの
です。
⑽�次年度の事業計画及び収支予算書は、事業
年度開始日前日までに内閣府への提出が義
務付けられており、また、決算書も事業年
度終了後３か月以内の内閣府への提出が義
務付けられています（認定法 22 条）。
　�　このため、事業計画及び収支予算書で想
定されていない種類の事業を行おうとする
ときは、その内容によっては、事前に理事
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第１章　総　則

（名称）
第１条　この法人は、公益財団法人アジア刑
政財団と称する。
（事務所）
第２条　この法人は、主たる事務所を東京都
港区に置く。

第２章　目的及び事業

（目的）
第３条　この法人は、我が国及び主としてア
ジア地域を中心とする諸国（以下「当該諸国」
という）の刑事政策に関心を寄せる人々の相
互理解と相互協力を基礎として、我が国及び
当該諸国において、犯罪防止及び犯罪者処遇
向上のための各種の調査、研究、研修、啓発
等を行い、また、当該諸国におけるこれらの
活動を経済的、技術的に支援することにより、
我が国と当該諸国との相互理解を促進すると
ともに、我が国及び当該諸国における犯罪防
止及び犯罪者処遇向上に関する効果的な施策
の推進に寄与し、もって、我が国及び当該諸
国における犯罪なき繁栄の実現に資すること
を目的とする。
（事業）
第４条　この法人は、前条の目的を達成する
ため、次の事業を行う。
（１）犯罪防止、犯罪者処遇向上等刑事司法
に関する講演会、シンポジウム、国際会議そ
の他各種集会の開催及びこれらへの参加並び
にこれらに対する支援
（２）犯罪防止、犯罪者処遇向上等刑事司法
に関する調査、研究、研修、啓発の実施及び
これらの活動に対する支援
（３）　国連アジア極東犯罪防止研修所等が行
う国際研修の参加者に対する支援及び同参加

者と我が国の市民との相互理解推進のための
意見交換会、ホームビジット等の実施
（４）我が国及び当該諸国の犯罪防止、犯罪
者処遇向上等刑事司法に関係する機関及び民
間団体との連携、協力及びこれらに対する支
援
（５）犯罪防止関係文献の発行並びにその頒
布及び交換
（６）その他前各号に定める事業に付帯又は
関連する事業
２　前項各号の事業は、国内及び海外で行う。

第３章　資産及び会計

（資産の種別）
第５条　この法人の資産は、基本財産、公益
事業積立金及びその他の財産とする。
　２　基本財産は、この法人が事業を行うた
めに特定された財産とし、評議員会で基本財
産に繰り入れることを決議した財産をもって
構成する。
　３　公益事業積立金は、将来実施が計画さ
れている特定の公益目的事業を実施するため
に積み立てる基金で、理事会で決議した財産
をもって構成する。
　４　その他の財産は、基本財産及び公益事
業積立金以外の財産とする。
（基本財産の維持及び処分）
　第６条　基本財産については、適正な維持
及び管理に努めるものとする。
　２　やむを得ない理由により基本財産の全
部若しくは一部を処分又は担保に提供する場
合には、評議員会において、議決に加わるこ
とのできる評議員の３分の２以上の決議を経
なければならない。
　（資産の管理・運用）
　第７条　この法人の資産の管理・運用は、
理事長が行うものとし、その方法は、理事会

公益財団法人アジア刑政財団定款
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の決議により別に定める。
（事業年度）
第８条　この法人の事業年度は、毎年４月１
日に始まり、翌年３月 31 日に終わる。
（事業計画及び収支予算）
第９条　この法人の事業計画書、収支予算書
並びに資金調達及び設備投資の見込みを記載
した書類については、毎事業年度開始の日の
前日までに理事長が作成し、理事会の承認を
受けなければならない。これを変更する場合
も、同様とする。
　２　前項の事業計画書、収支予算書並びに
資金調達及び設備投資の見込みを記載した書
類については、毎事業年度の開始の日の前日
までに行政庁に提出しなければならない。
　３　第１項の書類については、主たる事務
所及び従たる事務所に、当該事業年度が終了
するまでの間備え置き、一般の閲覧に供する
ものとする。
（事業報告及び決算）
第 10 条　この法人の事業報告及び決算につ
いては、毎事業年度終了後３か月以内に、理
事長が次の書類を作成し、監事の監査を受け
た上で、理事会の承認を経て、定時評議員会
に提出し、第１号及び第２号の書類について
はその内容を報告し、第３号から第６号まで
の書類については承認を受けなければならな
い。
（１）事業報告
（２）事業報告の附属明細書
（３）貸借対照表
（４）正味財産増減計算書
（５）貸借対照表及び正味財産増減計算書の
附属明細書
（６）財産目録
　２　前項の書類については、毎事業年度の
終了後３か月以内に行政庁に提出しなければ
ならない。
　３　第１項の書類及び次の書類を主たる事
務所に５年間、従たる事務所に３年間備え置

き、また、定款を主たる事務所及び従たる事
務所に備え置き、それぞれ一般の閲覧に供す
るものとする。
（１）監査報告
（２）理事及び監事並びに評議員の名簿
（３）運営組織及び事業活動の状況の概要及
びこれらに関する数値のうち重要なものを記
載した書類
（公益目的取得財産残額の算定）
第 11 条　理事長は、公益社団法人及び公益
財団法人の認定等に関する法律施行規則第
48 条の規定に基づき、毎事業年度、当該事
業年度の末日における公益目的取得財産残額
を算定し、前条第３項第３号の書類に記載す
るものとする。
　（長期借入金並びに重要な財産の処分又は
譲受け）
第 12 条　この法人が資金の借入をしようと
するときは、その事業年度の収入をもって償
還する短期借入金を除き、評議員会において、
決議に加わることができる評議員の３分の２
以上の議決を経なければならない。
　２　この法人が重要な財産の処分又は譲受
けを行おうとするときも、前項と同じ決議を
経なければならない。

第４章　役員及び機関等

（役員及び機関等の設置）
第 13 条　この法人に、評議員、評議員会、
理事、監事及び理事会を置く。
第１節　評議員
（定数）
第 14 条　評議員の定数は３名以上 12 名以内
とする。
（評議員の選任及び解任）
第 15 条　評議員の選任及び解任は、一般社
団法人及び一般財団法人に関する法律（以下
「一般社団・財団法人法」という。）第１７９
条から第１９５条までの規定に従い、評議員
会において行う。
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　２　評議員を選任する場合には、次の各号
の要件をいずれも満たさなければならない。
（１）各評議員について、次のイからヘに該
当する評議員の合計数が評議員の総数の３分
の１を超えないものであること。
　イ　当該評議員及びその配偶者又は３親等
内の親族
　ロ　当該評議員と婚姻の届出をしていない
が事実上婚姻関係と同様の事情にある者
　ハ　当該評議員の使用人
　ニ　ロ又はハに掲げる者以外の者であっ
て、当該評議員から受ける金銭その他の財産
によって生計を維持している者　
　ホ　ハ又はニに掲げる者の配偶者
　ヘ　ロからニまでに掲げる者の３親等内の
親族であって、これらの者と生計を一にする
者
（２）他の同一の団体（公益法人を除く。）の
次のイからニに該当する評議員の合計数が評
議員の総数の３分の１を超えないものである
こと。
　イ　理事
　ロ　使用人
　ハ　当該他の同一の団体の理事以外の役員
（法人でない団体で代表者又は管理人の定め
のあるものにあっては、その代表者又は管理
人）又は業務を執行する社員である者
　ニ　次に掲げる団体においてその職員（国
会議員及び地方公共団体の議会の議員を除
く）である者
　　①　国の機関
　　②　地方公共団体
　　③　独立行政法人通則法第２条第１項に
規定する独立行政法人
　　④　国立大学法人法第２条第１項に規定
する国立大学法人又は同条第３項に規定する
大学共同利用機関法人
　　⑤　地方独立行政法人法第２条第１項に
規定する地方独立行政法人
　　⑥　特殊法人（特別の法律により特別の

設立行為をもって設立された法人であって、
総務省設置法第４条第 15 号の規定の適用を
受けるものをいう。）又は認可法人（特別の
法律により設立され、かつ、その設立に関し
行政官庁の認可を要する法人をいう）
（権限）
第 16 条　評議員は、評議員会を構成し、第
20 条に規定する事項を決議するとともに、
法令に定める個別の権限を行使する。
（任期）
第 17 条　評議員の任期は、選任後４年以内
に終了する事業年度のうち最終のものに関す
る定時評議員会の終結の時までとする。ただ
し、再任を妨げないものとする。
　２　前項の規定にかかわらず、任期の満了
前に退任した評議員の補欠として選任された
評議員の任期は、退任した評議員の任期の満
了する時までとする。
　３　評議員は、第 14 条に定める定数に足
りなくなるときは、任期の満了又は辞任によ
り退任した後も、新たに選任された者が就任
するまで、なお評議員としての権利義務を有
する。
（報酬）
第 18 条　評議員は、無報酬とする。
　２　前項の規定にかかわらず評議員には、
評議員会への出席に要した交通費その他財団
のために要した経費を支払うことができる。
第２節　評議員会
（構成）
第 19 条　評議員会は、すべての評議員をもっ
て構成する。
（権限）
　第 20 条　評議員会は、次の事項について
決議する。
（１）理事及び監事の選任及び解任
（２）貸借対照表及び正味財産増減計算書並
びにこれらの附属明細書の
　承認
（３）定款の変更
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（４）残余財産の処分
（５）基本財産の処分及び担保提供並びに基
本財産への繰入れ又は除外の承認
（６）長期借入金並びに重要な財産の処分及
び譲受けの承認
（７）その他評議員会で決議するものとして
法令又はこの定款で定められた事項
（開催）
第 21 条　評議員会は、定時評議員会として
毎年度５月又は６月に１回開催するほか、必
要がある場合に開催する。
（招集）
第 22 条　評議員会は、法令に別段の定めが
ある場合を除き、理事会の決議に基づき会長
が招集するものとし、会長に事故があるとき、
又は会長が欠けたときは、理事長が招集する。
　２　評議員は、会長（会長に事故があると
き、又は会長が欠けたときは理事長）に対し、
評議員会の目的である事項及び招集の理由を
示して、評議員会の招集を請求することがで
きる。
（招集の通知）
第 23 条　会長は、評議員会の開催日の１週
間前までに、評議員に対して、会議の日時、
場所、目的である事項を記載した書面又は電
磁的方法により、通知を発しなければならな
い。
　２　前項にかかわらず、評議員全員の同意
があるときは、招集の手続きを経ることなく、
評議員会を開催することができる。
（議長）
第 24 条　評議員会の議長は、評議員の中で
互選された者が、これに当たる。
（定足数）
第 25 条　評議員会は、評議員の過半数の出
席がなければ開催することができない。
（決議）
第 26 条　評議員会の決議は、決議について
特別の利害関係を有する評議員を除く評議員
の過半数が出席し、その過半数をもって行う。

　２　前項の規定にかかわらず、次の決議は、
決議について特別の利害関係を有する評議員
を除く評議員の３分の２以上をもって行わな
ければならない。
（１）監事の解任
（２）定款の変更
（３）基本財産の処分又は除外の承認
（４）長期借入金並びに重要な財産の処分及
び譲受け
（５）その他法令で定められた事項
　３　理事又は監事の選任に際して候補者が
複数いるときは、それぞれの候補者ごとに第
１項の決議を行わなければならない。
（議事録）
第 27 条　評議員会の議事については、法令
で定めるところにより、議事録を作成する。
　２　第 24 条により選出された議長及び出
席した評議員のうちから互選により選出され
た評議員１名が前項の議事録に記名押印す
る。
（決議の省略）
第 28 条　理事が評議員会の決議の目的であ
る事項について提案した場合において、その
提案について、議決に加わることができる評
議員の全員が書面又は電磁的記録により同意
の意思表示をしたときは、その提案を可決す
る旨の評議員会の決議があったものとみな
す。
（報告の省略）
第 29 条　理事が評議員の全員に対し、評議
員会に報告すべき事項を通知した場合におい
て、その事項を評議員会に報告しないことに
ついて、評議員の全員が書面又は電磁的記録
により同意の意思表示をしたときは、その事
項の評議員会への報告があったものとみな
す。
第３節　役員（理事及び監事）及び理事会
（理事及び監事の定数）
第 30 条　この法人に次の役員を置く。
（１）理事　12 名以上 24 名以内
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（２）監事　１名以上２名以内
　２　理事のうち、２名を一般社団・財団法
人法上の代表理事とし、４名以内を業務執行
理事とする。
　３　前項の代表理事のうち、１名を会長、
１名を理事長とする。
　４　第２項の業務執行理事のうち３名以内
を副理事長とする。
（役員の選任等）
第 31 条　理事及び監事は、評議員会の決議
により選任する。
　２　代表理事及び業務執行理事は、理事会
において選定する。
　３　会長、理事長及び副理事長は、理事会
において選定する。
　４　監事は、理事又は職員を兼ねることが
できない。　　
　５　理事のうち、理事のいずれか１名とそ
の配偶者又は三親等内の親族その他法令で定
める特別の関係にある者の合計数は、理事の
総数の３分の１を超えてはならない。また、
監事についても、同様とする。
　６　他の同一の団体の理事又は使用人であ
る者その他これに準ずる相互に密接な関係に
あるものとして法令で定める者である理事の
合計数は、理事の総数の３分の１を超えては
ならない。また、監事についても同様とする。
　７　理事又は監事に異動があったときは、
２週間以内に登記し、遅滞なくその旨を行政
庁に届け出なければならない。
（理事の職務及び権限）
第 32 条　理事は、理事会を構成し、法令及
びこの定款で定めるところにより、職務を執
行する。
　２　会長は、法令及びこの定款で定めると
ころにより、この法人を代表し、この法人の
業務を執行する。
　３　理事長は、法令及びこの定款で定める
ところにより、この法人を代表し、会長を補
佐するとともにこの法人の業務を執行する。

　４　副理事長は、理事長を補佐して、この
法人の業務を執行する。
　５　副理事長ではない業務執行理事は、理
事会の決議により、この法人の業務を分担執
行する。
　６　代表理事及び業務執行理事は、毎事業
年度に４月を超える間隔で２回以上、自己の
職務の執行状況を理事会に報告しなければな
らない。
（監事の職務及び権限）
第 33 条　監事は、理事の職務の執行を監査
し、法令で定めるところにより、監査報告を
作成する。
　２　監事は、いつでも、理事及び使用人に
対して業務の報告を求め、この法人の業務及
び財産の状況を調査することができる。　
　３　監事は、評議員会及び理事会に出席し、
意見を述べることができる。
（役員の任期）
第 34 条　理事の任期は、選任後２年以内に
終了する事業年度のうち最終のものに関する
定時評議員会の終結の時までとする。
　２　監事の任期は、選任後４年以内に終了
する事業年度のうち最終のものに関する定時
評議員会の終結の時までとする。
　３　第 17 条第２項及び第３項の規定は、
理事及び監事について準用する。この場合に
おいて、同条第３項中「第 14 条」とあるのは、
「第 30 条」と読み替えるものとする。
（解任）
第 35 条　理事又は監事が次の各号のいずれ
かに該当するときは、評議員会の決議によっ
て、その理事又は監事を解任することができ
る。ただし、監事を解任する場合は、決議に
加わることができる評議員の３分の２以上の
決議に基づいて行わなければならない。
（１）職務上の義務に違反し、又は職務を怠っ
たとき
（２）心身の故障のため、職務の執行に支障
があり、又はこれに堪えないとき
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（報酬）
第 36 条　第 18 条の規定は、理事及び監事に
ついて準用する。この場合において、同条第
２項中「評議員会」とあるのは、「評議員会
又は理事会」と読み替えるものとする。
（責任の免除）
第 37 条　この法人は、理事及び監事の損害
賠償責任について、法令に定める要件に該当
する場合には、理事会の決議によって、損害
賠償責任額から法令に定める最低責任限度額
を控除して得た額を限度として、免責するこ
とができる。
第４節　理事会
（構成）
第 38 条　理事会は、すべての理事をもって
構成する。
（権限）
第 39 条　理事会は、次の職務を行う。
（１）評議員会の日時及び場所並びに目的で
ある事項の決定
（２）この法人の業務執行の決定
（３）規則、規程等の制定、変更及び廃止に
関する事項
（４）理事の職務執行の監督
（５）代表理事及び業務執行理事の選定及び
解職
（６）会長、理事長及び副理事長の選定及び
解職　
（７）その他理事会で決議するものとして、
法令又はこの定款に記載する事項の決議
（招集）
第 40 条　理事会は、会長が招集するものと
し、会長に事故があるとき、又は会長が欠け
たときは、理事長が招集する。
　２　会長及び理事長に事故があるとき、又
は会長及び理事長が欠けたときは、副理事長
が理事会を招集する。
　３　理事会を招集するときは、会議の日時、
場所、目的である事項を記載した書面をもっ
て、開催日の１週間前までに、各理事及び各

監事に対して通知を発しなければならない。
　４　前項の規定にかかわらず、理事及び監
事の全員の同意があるときは、招集の手続き
を経ることなく理事会を開催することができ
る。
（議長）
第 41 条　理事会の議長は、理事長がこれに
当たるものとし、理事長に事故があるとき、
又は理事長が欠けたときは、副理事長がこれ
に代わるものとする。
（定足数）
第 42 条　理事会は、理事の過半数の出席が
なければ開催することができない。
（決議）
第 43 条　理事会の決議は、決議について特
別の利害関係を有する理事を除く理事の過半
数が出席し、その過半数をもって行う。
（議事録）
第 44 条　理事会の議事については、法令で
定めるところにより、議事録を作成する。
　２　出席した代表理事及び監事は、前項の
議事録に記名押印する。
（決議の省略）
第 45 条　理事が理事会の決議の目的である
事項について提案した場合において、その提
案について、議決に加わることができる理事
の全員が書面又は電磁的記録により同意の意
思表示をしたときは、その提案を可決する旨
の理事会の議決があったものとみなす。ただ
し、監事が異議を述べたときは、その限りで
はない。
（報告の省略）
第 46 条　理事又は監事が理事及び監事の全
員に対し、理事会に報告すべき事項を通知し
た場合は、その事項を理事会に報告すること
を要しない。
　２　第 32 条第６項の規定による報告につ
いて、前項の規定は適用しない。

第５章　顧問、学術顧問及び審議役
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きる。
　２　支部の構成及び運営に関する事項は、
理事会において別に定める。
第２節　会員
（会員）
第 53 条　この法人の会員は、次のとおりと
する。
（１）普通会員　この法人の目的に賛同して
入会する個人
（２）賛助会員　この法人の目的に賛同して
入会し、その事業を賛助する法人、団体及び
個人
　２　会員に関する事項は、理事会において
別に定める。

第７章　事務局

（設置等）
　第 54 条　この法人の事業を行い、事務を
処理するために、事務局を置く。
　２　事務局の組織、業務分担等は、理事長
が定める。
　３　事務局には、所要の職員を置き、その
任免は、理事長が行う。ただし、事務局長の
任免については、理事会の承認を受けなけれ
ばならない。

第８章　定款の変更及び解散

（定款の変更）
　第 55 条　この定款は、評議員会の決議に
よって変更することができる。
２　前項の規定は、一般社団・財団法人法第
２００条第１項の規定にかかわらず、この定
款の第３条、第４条及び第 15 条についても
適用する。
　３　公益社団法人及び公益財団法人の認定
等に関する法律（以下「公益法人認定法」と
いう。）第 11 条第１項に規定する事項につい
ては、行政庁の認定を受けなければならない。
　４　前項に定める場合を除き、定款の変更
を行ったときは、遅滞なく行政庁に届け出な

（選任及び解任）
　第 47 条　この法人に、任意の機関として、
顧問、学術顧問及び審議役（以下「顧問等」
という）を置くことができる。
２　顧問等は、理事会の議決を経た上で、会
長が委嘱する。
３　会長は、理事会の承認を得た上で、顧問
等を解任することができる。
（定数）
第 48 条　顧問等の定数は、次のとおりとす
る。
（１）顧問　　　　10 名以内
（２）学術顧問　　10 名以内　
（３）審議役　　　25 名以内
（職務）
第 49 条　顧問及び学術顧問は、代表理事が
諮問した事項について、意見を述べ、必要に
応じて報告するものとする。
　２　審議役は、代表理事の諮問に応じ、主
としてこの法人の事業の運営面について意見
を述べ、また、理事長の要請によって、事業
の推進に協力するものとする。
　３　代表理事は、必要と認めるときは、顧
問等の全部又は一部に評議員会及び理事会へ
の出席を求め、意見及び報告を求めることが
できる。
（任期）
第 50 条　顧問等の任期は委嘱された日から
４年とする。ただし、再任を妨げない。
（報酬）
第 51 条　第 18 条の規定は、顧問等について
準用する。この場合において、同条第２項中
「評議員会」とあるのは、「評議員会又は理事
会」と読み替えるものとする。

第６章　支部及び会員

第１節　支部
（設置）
第 52 条　この法人の事業を円滑に行うため、
理事会の決議に基づき、支部を置くことがで
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ければならない。
（解散）
　第 56 条　この法人は、基本財産の滅失に
よるこの法人の目的である事業の成功の不能
その他法令で定められた事由によって解散す
る。
（公益認定の取消し等に伴う贈与）
第 57 条　この法人が公益認定の取消しの処
分を受けた場合又は合併により消滅する場合
（その権利義務を継承する法人が公益法人で
あるときを除く）には、評議員会の決議を経
て、公益目的取得財産残額に相当する額の財
産を、当該公益認定取消しの日又は当該合併
の日から１箇月以内に、公益法人認定法第５
条第 17 号に掲げる法人又は国に贈与する。
（残余財産の帰属）
第 58 条　この法人が清算をする場合におい
て有する残余財産は、評議員会の決議を経て、
公益法人認定法第５条第 17 号に掲げる法人
又は国に贈与する。

第９章　公告

（公告方法）
第 59 条　この法人の公告は、電子公告によ
り行う。
２　事故その他やむを得ない事由によって電
子公告による公告ができないときは、官報に
掲載する方法による。

第10章　補則

（運営規則等）
　第 60 条　法令及びこの定款に定めるもの
のほかこの法人の運営に関し必要な規則、規
程等は、理事会の決議により別に定める。た
だし、評議員会に係るものは、評議員会の決
議により定める。
附　則
１　この定款は、一般社団法人及び一般財団
法人に関する法律及び公益社団法人及び公益
財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う

関係法律の整備等に関する法律第１０６条第
１項に定める公益法人の設立の登記の日から
施行する。
（以下省略）
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　アジア刑政財
団は昨秋、東京
とバンコクで講
演会とセミナー
を開催した。い
ずれもアジ研
（国連アジア極
東犯罪防止研修
所）の協力を得
て、経営法友会
（会員企業＝１０
85 社、代表幹
事＝杉山忠昭花王執行役員法務・コンプライ
アンス部門統括）と共催した。
　10 月 16 日、東京都千代田区平河町の砂防
会館で講演したのは、英国重大経済犯罪庁長
官のデビッド・グリーン氏（54歳）。演題は「英
国贈収賄防止法の運用実態――日本企業の汚
職腐敗防止対策」。
　英国贈収賄防止法は、２０１１ 年７月に施行
された「世界で最も厳格で適用範囲が広い腐
敗防止法の一つ」といわれる。企業の海外の
子会社が贈賄を行った場合、贈賄を防止でき
なかった企業の刑事責任が問われる。それも
英国の事業拠点だけでなく、日本の本社にも
刑事責任が及ぶ。公務員に対する贈賄ばかり
か私人間の贈賄も禁止の対象になる厳しい内
容だ。
　グリーン氏は、アジ研が昨年 10 月９日か
ら 11 月 13 日まで実施した第 16 回汚職防止
刑事司法支援研修（参加 12 カ国 25 人）の海
外客員専門家として来日、研修の合間にこの
講演会となった。
　経営法友会の会員企業にとっては、英国贈
収賄防止法を運用する取締機関のトップから

英国重大経済犯罪庁長官が講演

世界一厳格な英国贈収賄防止法

一　贈収賄防止法の施行
　２０１１ 年７月１日、英国贈収賄防止法（Ｂｒｉ
ｂｅｒｙ　 Ａｃｔ　 ２０１０）が施行された。同法が遡及
して適用されることはない。
　同法が制定された背景には、英国の贈収賄
防止に関する旧法が非常に古びたまとまりの
ない法律であり、犯罪行為の概念も定義も難
解であって、取締法規として実効性が十分で
なく、内外から法律の近代化を求められてい
たという事情があった。
　主要な変更点は①旧法時代は法務長官（Ａ
ｔｔｏｒｎｅｙ　 Ｇｅｎｅｒａｌ）の同意がないと贈収賄事
件を起訴できなかったのに、公訴庁長官（Ｄ
ｉｒｅｃｔｏｒ　 ｏｆ　 Ｐｕｂｌｉｃ　 Ｐｒｏｓｅｃｕｔｉｏｎｓ）又は重大経
済犯罪庁長官（Ｄｉｒｅｃｔｏｒ　 ｏｆ　 Ｓｅｒｉｏｕｓ　 Ｆｒａｕｄ　 Ｏｆ

デビッド・グリーン（Ｄａｖｉｄ　 Ｇｒｅｅｎ）氏　バス勲位勲爵
士・勅選弁護士。１９５４ 年３月 8日生まれ。１９７９ 年から
刑事法廷でのバリスタ（法廷弁護士）として活動、２００５
年４月国税・関税検察局の最初の長官。２０１０ 年１月に
同局が検察庁に合併されるまで同局を率いた。２０１１ 年
４月、バリスタとして業務を再開し、同年の女王誕生日
叙勲の際にバス勲位勲爵士に任命された。２０１２ 年４月
21日重大経済犯罪庁長官に任命された。

■講演要旨■

直接、話を聞きことのできる絶好の機会と
なったわけで、会場は １４０ 人の聴衆で満員。
経営法友会が手配してくれた通訳の逐次通訳
で、講演や質疑応答の内容もわかりやすく、
参加者たちは「かねてよりの大関心事であっ
た英国贈収賄防止法の運用を、より詳しく理
解できて、大変参考になった」と感想を述べ
ていた。
　当財団の西村逸夫審議役がまとめた講演の
要旨及び英国贈収賄防止法の概要は次の通
り。
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ｆｉｃｅ）の同意によって起訴ができるようになっ
たこと②個人に対する最高刑が禁固７年から
禁固 10 年に延長されたこと③海外で犯され
た腐敗行為に対する域外適用管轄が拡大され
たことである。
二　贈収賄防止法の規定する犯罪行為
１　贈賄罪・収賄罪（第１条・第２条）
　贈賄とは、金銭その他の便益を申し出、約
束し又は供与することであり、収賄とは、金
銭その他の便益を要求し、受領することを同
意し又は受領することである。贈賄、収賄と
もに不正行為（Ｉｍｐｒｏｐｅｒ　 Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ）を
誘発する意図という精神的要素が必要であ
る。不正行為とは、ある者がその機能、行動
において、信義に従い誠実に、公平に又は信
任関係のもとで役割を果たすことを期待され
ているのに、その期待に違反する行為と定義
される。
　収賄者が公務員であることは要件ではな
く、贈収賄防止法は、民間人の間の贈収賄に
も適用される。
２　外国公務員に対する贈賄罪（第６条）
　外国公務員に対する贈賄に関しては、不正
行為を誘発する意図があったことを立証する
必要はない。そのかわり、外国公務員が公的
機能を果たすに当たり影響力を行使する意図
及びその結果ビジネスを得てこれを保持する
意図という二重の意図が必要である。
　外国公務員の定義は、立法部、行政部又は
司法部に何らかの公的地位を有する者、公的
な機関・事業者又は公的な国際団体において
公的な機能を果たす者などとされ、非常に幅
広いものとなっている。外国公務員に対する
金銭の支払い等が制定法によって許容されて
いる場合には、これを自分を防衛する抗弁と
して使うことができる。
３　営利団体における贈賄防止措置懈怠罪
（第７条）
　営利団体ないし企業を対象とする犯罪であ
る。企業に関係する者が、企業のために相手

方に贈賄行為を行ったとき、企業としてこれ
を防止できなかったことが犯罪とされる。い
くつかの細かい定義が出てくるが、関連する
営利団体（Ｒｅｌｅｖａｎｔ　 Ｃｏｍｍｅｒｃｉａｌ　 Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉ
ｏｎ）は、その団体に関連する者（Ｐｅｒｓｏｎ　 Ａｓ
ｓｏｃｉａｔｅｄ）が同団体のためにビジネスないし
ビジネス上の利益を獲得ないし保持する意図
で、他者に賄賂を贈ったときに責任を問われ
るのである。贈収賄防止法の中で最も厳格な
制度である。
　関連する営利団体とは、イギリス国内で法
人結成されている営利団体もしくはビジネス
の全部又は一部をイギリス国内で行っている

営利団体と定義され、かなり広い概念となっ
ている。
　また、関連する者とは、従業員、代理人又
は補助的な者としてその団体のためにサービ
スを提供する者と定められている。
　法人に対する最高刑は、無制限の罰金であ
る。
　営利団体内で、関連する者が贈賄を行うの
を防止するための十分な手続（Ａｄｅｑｕａｔｅ　 Ｐｒ
ｏｃｅｄｕｒｅｓ）が定められていることが法定抗弁
となり得る。この点については六で後述する。
三　適用領域（第12条）
　第 12 条は、贈収賄防止法の適用領域を幅
広く規定している。
　贈賄罪（第１条）、収賄罪（第２条）又は
外国公務員に対する贈賄罪（第６条）の行為
の一部がイギリス国内で行われたときは、イ

グリーン長官の講演を聴く参加者
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で業務を営む会社はＳＦＯにアドバイスを求
めるべきではないと考えている。
２　十分な手続
　ガイダンスには、企業が十分な手続を踏む
に当たって参考になる６つの原則が列挙され
ている。
　第１は、プロポーショナリティ（Ｐｒｏｐｏｒｔｉ
ｏｎａｌｉｔｙ）である。これは企業のとった贈賄防
止のためのアクションが、特定されたリスク
と釣り合ったものかということである。
　第２は、トップレベルのコミットメント（Ｔ
ｏｐ―ｌｅｖｅｌ　 Ｃｏｍｍｉｔｍｅｎｔ）があったか否かで
ある。幹部は身をもって部下に対し、我が社
は絶対に腐敗行為を容認しないということを
実証しなければならない。
　第３は、リスク・アセスメント（Ｒｉｓｋ　 Ａｓｓ
ｅｓｓｍｅｎｔ）である。従業員らによって贈賄が
行われるリスクを評価し、リスクを特定し、
これを緩和することである。
　第４は、コミュニケーション（Ｃｏｍｍｕｎｉ
ｃａｔｉｏｎ）を取るということである。企業の策
定した贈賄防止のための措置を、従業員、顧
客、サプライヤーに周知徹底しなければなら
ない。
　第５は、デューデリジェンス（Ｄｕｅ　 Ｄｉｌｉｇｅ
ｎｃｅ）である。企業の従業員、顧客、サプラ
イヤーなどをしっかりと見て相当な注意を払
うということである。
　第６の原則は、モニタリング（Ｍｏｎｉｔｏｒｉｎ
ｇ）とレビュー（Ｒｅｖｉｅｗ）を行うということ
である。腐敗行為の行われるリスクは時間の
経過に従って内容が変わってくるので、リス
クについて監視し、随時防止対策につき再検
討を行う必要がある。
七　ＳＦＯに対する自己申告
　イギリスの企業は、自らが犯罪を犯したこ
とをＳＦＯに自己申告することができる。企
業が犯罪の疑いのある行為を発見した場合
に、自発的に申告する制度があり，実際に運
用されている。

ギリスが管轄権を持つ。これらの犯罪行為の
全部がイギリス国外で行われたとしても、犯
罪行為を行った者がイギリス人である場合、
イギリスに居所がある場合、イギリスで法人
形成された場合又はイギリスと緊密なつなが
りを有する場合には、なおイギリスが管轄権
を持つ。そして、営利団体における贈賄防止
措置懈怠罪（第７条）に関しては、当該営利
団体ないし企業がイギリス国内でビジネスの
全部ないし一部を行っている場合には、イギ
リスが管轄権を持つことになる。
四　企業接待
　贈収賄防止法の下で、どのような線を越え
れば企業の行う接待が犯罪になるかというこ
とであるが、（英国）法務省の出しているガ
イダンスに載っているので参照されたい。
五　円滑化のための支払
　もう一つよく上がるテーマとして、円滑化
のために使われる少額の支払（Ｆａｃｉｌｉｔａｔｉｏｎ　
Ｐａｙｍｅｎｔｓ）がある。古典的な例を挙げれば、
貨物が船から遅滞なく降ろされることを願っ
て、船を操業しているパイロット又は海運当
局者に少額であるがよろしくということで支
払をすることがこれに当たる。この円滑化の
ための支払は、英法において贈賄に該当し、
常に違法である。
六　贈賄を防止するための十分な手続
１　企業のリスク評価
　先に営利団体における贈賄防止措置懈怠罪
の説明において、企業は、関連する者が贈賄
を行うのを防止するための十分な手続（Ａｄ
ｅｑｕａｔｅ　 Ｐｒｏｃｅｄｕｒｅｓ）を定めていることを抗
弁とすることができるとお話しした。私は、
ＳＦＯ長官として、この十分な手続について
説明してほしいという問い合わせをよく受け
る。しかし、ＳＦＯは、経済犯罪、贈収賄事
件、腐敗事件の頂点に位置する、最も深刻な
重大事犯を捜査し、訴追することを職務とす
る法律の実施機関であり、助言者でも教育機
関でもでも規制当局でもないから、イギリス
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　１　はじめに
　当財団で初めての企画となる海外協力団体
による日本人向けのセミナーが、ＡＣＰＦタ
イにより昨年 10 月 25 日、タイの首都バンコ
クのＮｏｖｏｔｅｌ　 Ｈｏｔｅｌ,　 Ｓｉａｍ　 Ｓｑｕａｒｅ で開催され
ました。
　このセミナーでは、当財団が目指す「法の
支配と犯罪なき繁栄」の理念のもと、「タイ
におけるビジネス活動――法制度・運用とそ
の将来の見通し」というテーマで、以下のよ
うに三つの講演とレセプションが行われ、バ
ンコクの日本人商工会議所の呼びかけで集
まった日系企業の代表者ら約 １２０ 名の参加者
が、タイ語から日本語に逐次通訳された各講
演に熱心に耳を傾けた後、レセプションでは
講演者等との歓談の機会を楽しまれました。

１６．００～１６．１５　　開会の言葉
　�Ｄｒ.　 Ｋｉｔｔｉｐｏｎｇ　 Ｋｉｔｔａｙａｒａｋ（タイ法務省事
務次官・ＡＣＰＦタイ理事長）
１６．１５～１８．００　セミナー
　「タイにおける投資：期待と現実」
　�Ｍｓ.　 Ｋｏｂｋａｒｎ　 Ｗａｔｔａｎａｖａｒａｎｇｋｕ（東芝タ
イ会長・ＡＣＰＦタイ理事）
　�「タイの法制度及びアセアン経済共同体へ
のその将来の見通し」
　�Ｄｒ.　 Ｐｈｉｓｅｔ　 Ｓａａｒｄｙｅｎ（タイ法務省事務次
官室法務部長・ＡＣＰＦタイ理事／事務局
長）
　�「現在のタイの労働事情及び事業家にとっ
ての労働法」
　�Ｍｒ.　 Ｎａｋｏｒｎ　 Ｓｉｌａｐａａｒｃｈａ（タイ労働省技能
開発局長・ＡＣＰＦタイ理事）
　質疑応答
１８．００～２０．００　レセプション

「タイにおけるビジネス活動―法制度・運用とその将来の見通し」

日系企業など参加 バンコクでセミナー

ＡＣＰＦタイ、日本大使館、ジェトロ、日本人商工会議所
などの関係者（中央はキティポンＡＣＰＦタイ理事長）
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　２　講演等の要旨
　今回のセミナーでは、ＡＣＰＦタイの理事
長でもあるタイ法務省のキティポン事務次官
による温かい歓迎の意を込めた開会の言葉に
引き続き、いずれもＡＣＰＦタイの理事であ
る東芝タイのコブカーン会長、タイ法務省事
務次官室のピセット法務部長及びタイ労働省
のナコーン技能開発局長の講演が行われまし
た。
　コブカーン会長は、「タイにおける投資：
期待と現実」と題して講演されました。同会
長は、タイは東南アジアでの地理的な優位性
に加え、企業に対する忠誠心の強さ、日本人
と同じように時間厳守の精神、勤勉な国民性、
安定したエネルギーの供給、充実した医療機
関など、投資家にとっては魅力的な国である
旨の説明がありました。
　しかし、その一方でタイでは、洪水対策の
遅れ、トラック中心の物流、労働者の不足、
煩雑な許認可手続きや汚職など、改善すべき
問題があることも指摘されました。
　ピセット法務部長は、「タイの法制度及び
アセアン経済共同体へのその将来の見通し」
と題して講演されました。はじめにタイの法
制度について概要説明が行われ、タイの法体
系及び司法制度、投資に関する関係法令、知
的財産に関する関係法令、汚職防止のための
関係法令について説明が行われました。
　またタイでは、２０１５ 年のアセアン経済共
同体発足をにらみ、タイ法務省が中心となっ
て「国際物品売買契約に関する国連条約（い
わゆる「ウィーン売買条約・ＣＩＳＧ」）締
約に向けての草案策定や、電子商取引（Ｅコ
マース）のための法制度作りなどに取り組ん
でいる旨の説明がありました。
　ナコーン局長は、「現在のタイの労働事情
及び事業家にとっての労働法」と題して講演
されました。同局長は、タイでは優秀な技能
労働者が不足していることから、いかに優秀

な技能労働者を育成するかが大きな課題と
なっており、労働省では技能労働者を育成す
るため、職業訓練学校や民間企業と連携して
学生への職業訓練を実施していることや、優
秀な技能労働者を国際的な競技会に参加させ
ていることを強調されました。また、タイの
技能向上促進法では、従業員への研修に投じ
た経費に対する減税措置を定めており、受け
入れ準備のある企業に対しては、労働省が調
整役となって企業側の希望に合わせて研修生
を送りこむ方針である旨の説明がありまし
た。

　３　質疑応答
　質疑応答では、日本企業側から「タイでは
日本と法制度が異なり、例えば裁判所に関し
ても行政裁判所などが存在し、行政裁判所の
判決で日本の企業の操業ができなかった事例
もある。行政裁判所の判決に不服がある場合
には、一般の裁判所に控訴することが可能な
のか。またそうでない場合は、どこに控訴す
ればよいのか。」など、法制度の違いに関す
る質問がありました。

　４　おわりに
　セミナーに続いて、ＡＣＰＦタイ主催のレ
セプショが開催され、ＡＣＰＦタイ、日本大
使館、ジェトロ、日本人商工会議所などの関
係者や、日系企業の代表者ら大勢の参加者に
より、講演者も交えた和やかな雰囲気の中
で、名刺交換や歓談が遅くまで行われていま
した。
　今回、初めての企画にもかかわらず多くの
日系企業の代表者らの参加があり、このこと
は、当財団の今後の海外活動においても、企
業関係者の方々にも役立つような活動がます
ます必要であることの表れと感じました。
� （アジア刑政財団調査役　山本義典）
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ている、国連グローバル・コンパクトのジャ
パン・ネットワークの関係者から、その活動
について説明があり、続いて法人賛助会員企
業の関係者から、その企業活動と汚職・腐敗
防止との関連について発表が行われた。
　その後、「各日本企業が海外進出にあたり、
汚職・腐敗防止を含め、どのような問題に当
面し、またどのような取組をしておられるの
か」という点をめぐって、会員企業等の関係

意してもらいたい事柄についても質問・助言
（例えば賄賂の要求があった場合には、どの
ような対応が考えられるのか）があり、昨年
と同様に、双方にとって率直で有意義な意見
交換の機会となった。
　意見交換会終了後、会員企業等の関係者は
アジ研に隣接する矯正研修所の矯正博物館や
アジ研内を参観、午後６時半からアジ研のカ
フェテリアで懇親会が行われた。
　懇親会では、アジ研の赤根智子所長が「国
連の汚職・腐敗防止に関する会議でも官民の
協同の必要性が強調されており、この意見交
換会をぜひ充実発展させていきたい」と挨拶。
午後３時からの意見交換会では話がし足りな
かった事柄などについて、会員企業の関係者
と研修参加者との間で更に話が弾んだ。

アジ研の汚職防止研修
民間企業等と意見交換

　平成 25 年 10 月 31 日午後、アジ研の国際
会議室で「日本企業の汚職・腐敗対策への取
組」というテーマで、都内の法人賛助会員企
業等の関係者と、海外からの研修参加者との

意見交換会が行われた。昨年からカリキュラ
ムの一環として実施している。
　第 16 回汚職防止刑事司法支援研修（平成
25 年 10 月９日～ 11 月 13 日）で、参加国は
アルジェリア、バングラデシュ、ブラジル、
カンボジア、ケニア、モルドバ、ミャンマー、
ナミビア、パナマ、タイ、東ティモール、日
本の計12カ国。研修参加者は裁判官、検察官、
警察官、汚職対策機関の職員らで、最初に「汚
職・腐敗防止に対し、各国がどのような問題
を抱え、どのような取り組みをしているのか」
という点について、バングラデシュ、ブラジ
ル、ケニアの研修参加者から発表があった。
　続いて汚職・腐敗防止のみならず、人権、
労働、環境といった課題も含めて、民間企業
の積極的な取り組み・参画／関与を呼びかけ

者と研修参加者との間
で相互に質疑応答が活
発に展開された。
　質疑応答では、何人
かの研修参加者からそ
れぞれの国における汚
職・腐敗防止の取り組
みについて、より詳し
い説明（例えば土産で
も、儀礼的なものか、
賄賂的なものか、その
意味合いが厳しく問わ
れる）があったほか、
日本企業がそれらの
国々で活動する際に留

国際会議室における意見交換会
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　４月からの公益財団法人移行で、当財団の
「公益目的事業」の範囲が広がります。従来「開
発途上にある海外の地域に対する経済協力を
目的とする事業」に限定されていたものが、
①犯罪の防止又は治安の維持を目的とする事
業②国際相互理解の促進を目的とする事業も
認定され、３分野の事業が行えることになっ
たのです。
　そこで刑事司法関連の講演会・セミナーを
国内はもとより海外でも積極的に開催するこ
とになりました。
　アジア刑政財団（Ａｓｉａ　 Ｃｒｉｍｅ　 Ｐｒｅｖｅｎｔｉｏｎ
　Ｆｏｕｎｄａｔｉｏｎ ＝ＡＣＰＦ）は、国連アジア極
東犯罪防止研修所（Ｔｈｅ　 Ｕｎｉｔｅｄ　 Ｎａｔｉｏｎｓ　 Ａｓｉ
ａ　 ａｎｄ　 Ｆａｒ　 Ｅａｓｔ　 Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ　ｆ ｏｒ　ｔ ｈｅ　 Ｐｒｅｖｅｎｔｉｏｎ　
ｏｆ　 Ｃｒｉｍｅ　 ａｎｄ　 ｔｈｅ　 Ｔｒｅａｔｍｅｎｔ　 ｏｆ　 Ｏｆｆｅｎｄｅｒｓ ＝
ＵＮＡＦＥＩ、通称アジ研、東京都府中市）
の事業を支援し、アジア及び世界の平和と繁
栄に貢献することを目的として、１９８２ 年（昭
和 57 年）に設立された財団法人で、国際貢
献が認められて、2000 年５月に国連ＮＧＯ
のトップカテゴリー総合協議資格（General      
Consultative Status）を付与されています。
　アジ研は、その 20 年前の １９６２（昭和 37）
年に創設され、日本での知名度は決して高く
ありませんが、その国際貢献活動は世界中か
ら高く評価されています。
　アジ研の研修は泊まり込みで行われます。
ことし１月 15 日から始まった第 １５６ 回国際
高官セミナーは１カ月ですが、年２回行われ
ている国際研修セミナーは５～６週間の長期
にわたります。アジア・太平洋地域の国々を
はじめ、アフリカや中南米など世界各地から
の研修参加者に日本からも検事や裁判官ら関
係機関の職員が加わります。

　講義や討論は英語で行われ、全寮制による
共同生活ですから、「同じ釜の飯」仲間とし
て各国の刑事司法関係者の結び付きが大変に
深くなります。
　アジ研創設以来 50 年にわたる国際研修・
セミナーの参加国は １３１ カ国、参加者数の累
計は ４８４７ 名（うち国内参加者 １４３７ 名）＝平
成 25 年 10 月１日現在＝にのぼります。その
卒業生は各国における司法・法務分野におけ
る指導的な役割を果たしており、強力なアジ
研ネットワークを形成するとともに、当財団
の海外協力団体を支える原動力となっていま
す。
　海外からの研修参加者が最も多い国はタイ
で ３１９ 名に及び、その中にはタイの最高裁判
所長官、検事総長、警察長官等に就いた方も
おられ、現法務事務次官キティポン・キタヤ
ラク氏もその中の一人です。
　帰国した「アジ研」研修参加者が中心となっ
て、同窓会的な当財団の関係団体が 10 を超
える国々において活動しており、タイでは上
記キティポン氏を理事長とするＡＣＰＦ　 Ｔｈ
ａｉｌａｎｄ が、当財団の広島支部・大阪支部と友
好協約を締結しています。当財団では、この
ＡＣＰＦ　 Ｔｈａｉｌａｎｄ やバンコクの日本人商工
会議所の協力を得て、在タイ日本企業関係者
の参加を仰ぎ、平成 25 年 10 月 25 日、バン
コクにおいて、「タイにおけるビジネス活動
―法制度・運用とその将来の見通し」という
テーマで、セミナーを開催しました。
　このセミナーの概要は別項のとおりです
が、当財団では平成 26 年においても、国内
及び海外で、様々な講演会・セミナー等を実
施する予定ので、ご期待ください。
� （本部事業局長・大森晶夫）

講演会やセミナー、海外でも積極開催
 ４月からの公益財団法人移行
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　アジ研では、東南アジア諸国における「法
の支配」と「良い統治（グッドガバナンス）」
の確立に向けた取組を支援しており、各諸国
の刑事司法実務家の人材育成と、諸国間の相
互理解・協力を促進する目的で、平成 19 年
度から、グッドガバナンスをテーマとする東
南アジア地域セミナー（通称：ＧＧセミナー）
を毎年１回開催しています。7 回目を迎えた
本年は、平成 25 年 12 月 3 日から 5 日の 3 日
間、クアラルンプール（マレーシア）において、
マレーシア反汚職委員会（Malaysian Anti-
Corruption Commission; 通称「MACC」）と
の共催で開催しました。
　マレーシアでは、現在、反汚職への世論の
意識が非常に高まっており、首相直属の組織
である MACC が汚職事件についての捜査・
訴追権限を有し、独自の捜査を行っています。
また、MACC では、有能な捜査官を育成す
るため、内部組織としてマレーシア反汚職大
学 校（Malaysia Anti-Corruption Academy; 
通称「MACA」）を設置しており、MACA
では、年間 100 を超える研修が行われていま
す。そのレベルは高く、近年では、MACC
の捜査官育成にとどまらず、バングラデシュ
などの他の発展途上国の汚職事件捜査に従事
する捜査官を対象としたセミナーも行われて
います。
　今回の GG セミナーは、MACA の大会議
室をお借りし、「汚職事件おける捜査能力の
向 上（Enhancing Investigative Ability in 
Corruption Cases）」を主要テーマとして、
カンボジア、インドネシア、ラオス、ミャ
ンマー、フィリピン、タイ、ベトナム、マ
レーシアの８カ国から、汚職事件に従事する
検察官・捜査官を招き、各国の汚職事件の

MACA大会議室にて

第7回東南アジア諸国のための
グッドガバナンスに関する地域セミナー

（The Seventh Regional Seminar on Good Governance for 
Southeast Asian Countries）

捜査手法や捜査訴追に当たって直面してい
る問題点・課題について発表してもらいま
した。さらに、客員専門家として、近年汚
職撲滅にめざましい成果を上げているシン
ガポールと香港から、シンガポール汚職行
為 捜 査 局（Corrupt Practices Investigation 
Bureau; 通称「CPIB」）情報部副部長を務め
ている Ang Seow Lian 氏、香港独立反汚職
委 員 会（Independent Commission against 
Corruption; 通称「ICAC」）副委員長を務め
ていた（現在は退職）Tony Kwok Man-Wai

米国連邦検事の講義
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　７月５日付で、
アジ研所長を命ぜ
られました。私に
とっては、アジ研
は（何と！）３度
目の勤務となる職
場 で あ る と と も
に、心の故郷のよ
うな「遠くにあっ

セミナー参加者（インドネシ
ア）のプレゼンテーション

赤根智子所長

マや研修期間を変えてきました。最近では
国連の腐敗防止条約や組織犯罪条約関連の
研修が増えています。参加国にも変化が生
じており、アセアン諸国からの参加が減る
とともにアフリカやラテンアメリカ、ある
いは東欧からの参加者が増えています。ま
た、国別研修等で、特定の国のキャパシ
ティ・ビルディングを図る活動も増えてい
ます。以前と変わらないのは、アジ研の教
官・専門官らの熱意とホスピタリティの心、
アジ研アラムナイのネットワーク、協力関
係の強さでしょうか。
　アジア刑政財団からのご支援も変わらぬ
ものの一つであり、アジ研との二人三脚の
歴史は 30 年を超えました。アジア刑政財
団の皆様には、研修参加者はもちろんのこ
と、私個人としても大変感謝しております。
今般公益財団法人への移行が決まったとお
聞きし、心からお祝いを申し上げたいと思
います。今後とも変わらぬご支援をお願い
いたします。

着任のあいさつ
� 第 20 代所長　
� 赤根　智子

氏を招へいし、また連邦検事であり現在在マ
レーシアアメリカ大使館で Legal Advisor を

務めている Kenneth C. Kohl 氏も招へいし
て、シンガポール、香港、アメリカ合衆国の
各国における汚職捜査手法等について講義し
ていただきました。3 日間という短い期間で
はありましたが、セミナー参加者の発表や客
員専門家の講義を通じて中身の濃い情報交換
を行うことができ、大変充実したセミナーと
なりました。
　来年度の第 8 回 GG セミナーも、MACC
との共催によるマレーシアでの開催予定で
す。今回のセミナーを終わるにあたり、セミ
ナー参加者からは更に議論を深めたいとの声
も寄せられており、次回のセミナーは、今回
のセミナーを土台として議論を更に発展さ
せ、より実り多いものにしていきたいと考え
ています。

ては思い、近くにあっては、親しむ」とこ
ろです。８年ぶりにアジ研に戻ってこられ、
大変うれしく思うとともに、光栄に思って
おります。
　私が検事に任官して以来 31 年が経ちま
した。その間に日本を含めた世界の刑事司
法制度とその運用は大きく変化しました。
アジ研における研修も時代に合わせてテー
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　2013 年８月 21 日（水）から同年９月４日
（水）までの２週間、アジ研において、ネパー
ル検事総長府検事を中心とした７名の検察官
及び裁判官を招へいし、標記の研究が実施さ
れました。この研究は、これまで、法務総合
研究所国際協力部（以下、「ICD」といいます。）
において実施されていたものですが、本年度
から、場所をアジ研に移して実施されること
となり、ICD とアジ研の共同開催という形で
実施されました。ICD からも、検察官教官
１名が専門官１名とともに常時帯同し、講義
や意見交換に大きく貢献して下さいました。
　テーマとしては、①研究の基盤となる双方
の刑事司法制度の相互理解のほか、ネパール
検事総長府からの要望を踏まえて、②効果的
な起訴状（公訴事実）の構成、③効果的な証
拠の収集・提出方法を主要課題とし、その他、
個別に依頼を受けた④犯罪白書の作成趣旨・
作成手法についても検討課題の一つとして取
り込みました。
　研修内容としては、幸いなことに、ちょう
ど、アジ研 155 回国際研修のテーマが、前記
③のテーマと重なる「刑事事件における効果
的な証拠収集及び立証」であったため、155
回国際研修と時期を合わせ、相乗りさせて頂
く形で実施しました。
　具体的には、③のテーマについて、155 回
国際研修におけるアジ研教官による講義や、
アドホック講師の方々による講義、施設見学
等に相乗りさせて頂きました。その他、独自
のプログラムとして、②のテーマについて、
裁判官教官からの起訴状一本主義に関する講
義や、検察官教官からの日本における公訴事
実記載の実情についての講義を実施したほ
か、④のテーマについて、法務総合研究所研
究部を実際に訪問し、講義を受講しました。
また、ネパール側参加者からも、ネパールの

意
見
交
換
会

平成25年度日本・ネパール司法制度比較共同研究
（The Comparative Study on Criminal Justice Systems of Japan and Nepal）

検察、証拠収集、起訴状の現状についての公
開講演会が実施され、アジア刑政財団幹部の
方を含む多数の方々の御参加を頂きました。
　そして、これらのプログラムと並行して、
随時、ネパール側参加者７名と、日本側参加
者である教官２名の合計９名による討論を実
施しました。討論の際には、日本の模擬事件
記録を用いたケース研究も実施しました。
　ネパール側参加者は、非常に意欲旺盛で、
どの講義にもとても熱心に聞き入り、討論へ
の参加も極めて活発でした。議論が白熱し、
参加していた私としても、時の経つのを忘れ
てしまうほどでした。
　今回の研究の成果としては、まず第一に、
①の課題に関連して、双方の刑事司法制度に
関する理解が、大きく深められたと思ってい
ます。特に、模擬事件記録を用いたケース研
究では、日本・ネパール双方の参加者が、そ
れぞれ起訴状案を作成して比較検討を行いま
したが、その結果、双方の起訴状のあり方
が、大きく異なっていることが明らかになり
ました。ネパールの起訴状は、さながら日本
における冒頭陳述と論告を合わせたような長
大なもので、公訴事実以外に、事件発覚の経
緯や被害弁償の状況などの詳細な事実関係の
ほか、証拠の概要、科刑意見まで記載されて
います。のみならず、起訴の際には、証拠書
類が起訴状に添付されるとのことです。
　ネパールにおいても、基本的には当事者主
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義が刑事司法の基本原則として採用されてい
るとのことですが、日本と大きく異なる運用
がなされていることを知り、個人的には強い
衝撃を受けました。
　そのほかにも、ネパールの刑事司法は、日
本と大きく異なる様々な特徴を有しているこ
とが明らかになりました。そのような相違点
は、当然ながら法令の規律だけでなく、長年
の伝統や法文化に根差した部分も多く、研究
の奥深さを実感させられました。
　今回の研究は、来年度まで継続するプログ
ラムの一環であり、初めてアジ研が主体的に
関与したものです。今後、今回の研究を踏ま
えて、ネパール検事総長府と議論を重ね、よ
りよい刑事実務のあり方、改善の方策を探っ
ていきたいと考えています。
　なお、ご案内のように、ネパールでは、昨
年 11 月、懸案となっていた制憲議会の選挙
が遂に実施されました。ネパールにおける法

の支配のより一層の充実に向けて、ネパール
の法曹の皆さんも懸命に努力されているよう
です。今後もできる限りの支援をしていきた
いと考えています。
　最後になりますが、アジア刑政財団の皆様
には、今回のプログラムにも多大なるご支援
を賜りました。この場を借りて御礼を申し上
げ、本稿を閉じたいと思います。
　本当にありがとうございました。

赤根アジ研所長と記念撮影

アジ研で行われた研修（平成 25年 1月以降）
○第 153回高官セミナー　H25.1.9 ～ H25.2.8　22 名
　主要課題：女性犯罪者の処遇
○第 13回ケニア非行少年処遇制度研修　H25.1.30 ～ H25.2.22　11 名
　主要課題：ケニアにおける非行少年処遇制度の運用の改善
○第９回中央アジア刑事司法制度研修　H25.2.27 ～ H25.3.14　12 名
　�主要課題：麻薬等の犯罪対策を阻害する汚職への対策、特に裁判官、検察官及び法執行

機関職員の倫理及び行動規範
○第 154回国際研修　H25.5.15 ～ H25.6.28　19 名
　主要課題：矯正・保護職員のストレスマネジメント―中間監督者の能力育成
○第 155回国際研修　H25.8.21 ～ H25.9.27　24 名
　主要課題：刑事事件における効果的な証拠収集及び立証
○日本・ネパール司法制度比較共同研究　H25.8.21 ～ H25.9.4　7 名
　主要課題：両国における刑事司法制度の比較及び共同研究
○第 16回汚職防止刑事司法支援研修　H25.10.9 ～ H25.11.13　25 名
　主要課題：汚職事件の効果的な予防・摘発と官民の協力
○第７回東南アジア諸国のためのグッドガバナンスに関する地域セミナー
　　H25.12.3 ～ H25.12.5  （マレーシアにて開催）　13 名
　主要課題：汚職事件における捜査能力の向上
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　名古屋支部は、支部
会員研修の一環とし
て、名古屋高検・同
地検の協力を得て、11
月 29 日、名古屋法務
合同庁舎９階大会議室
で「不法滞在者に対す
る退去強制手続」と題
し、名古屋入国管理局
（以下入管）企画管理部門島津真佐志統括入
国警備官による講演会を開催した＝写真。
　会員約 30 人のほか、検察庁から池上政幸
名古屋高検検事長をはじめ 20 人が参加した。
　講演では、日本を訪れる外国人は１日２万
人で、日本に滞在する外国人の国籍も世界の
ほとんどの国に及び、その２倍以上の日本人
が海外へ旅立っていて、私たちの身近なとこ
ろで外国人とのかかわりが日増しに深まって
いる。いろいろな国の人が日本を訪れること
は、国際的な相互理解の増進に役立ち、国際
社会の中にあるわが国にとって益々重要な意
味を持つようになっている。外国人を円滑に
受け入れるようにすることは日本の社会に
とっても大切である一方で、外国人を受け入
れるに当たっては、日本社会の安全や利益が
守られ、日本人が安心して外国人と共生でき
る仕組みの強化が社会の要請となっており、
入管の仕事について①平成 24 年７月９日に
外国人登録法が廃止され”新しい在留管理制
度”が施行され「在留カード」の交付②すべ
ての人の出入国の公正な管理③外国人の在留
管理④外国人の退去強制⑤難民の認定――に
ついて、その概略が述べられた。

世界の中の日本、日本の中の世界

　平成 25 年 9 月 14 日、第 155 回アジ研国際
研修員パルメシュワー・パラジュリ（ネパー
ル検事総長府ダヌシャ地方検察庁　検事）、
ボーンティップ・スチ・アウタシルプ（タイ
　司法部最高裁判所　首席調査官（裁判官）、
スヴィトラナ・ミコライヴナ・オリーニク（ウ
クライナ　検事総局国際司法協力・欧州統合
部　副部長）の 3名は、吉田弘之仙台少年鑑
別所長（名古屋支部参与）に引率されて 11
時 41 分「のぞみ 221 号」で来名。
　当日の宿泊場所であり歓迎懇談会場である
KKRホテル名古屋で昼食後、名古屋城天守
閣と一部ですが新装復元された本丸御殿を見
学、天守閣からは市内を俯瞰してもらった。
　歓迎懇談会は研修員の紹介・自己紹介の後、
会長（代理：中部電力㈱法務部長谷川課長）
の歓迎挨拶、記念品の贈呈があり、田中清隆
主幹の乾杯発声。会員との和やかな交流の輪
が広がった。最後に研修員を代表してウクラ
イナのスヴィトラナ・ミコライヴナ・オリー
ニク氏から丁寧な謝辞があり閉宴となった。
　翌 15 日は、第 62 回の遷宮を迎える伊勢神
宮へ案内する予定で準備を進めていたが、台

入管の仕事について講演会 アジ研第155回
国際研修員を迎えて

研
修
員
の
紹
介
を
す
る
吉
田
参
与
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風 18 号の影響が考えられたので、急遽予定
を変更して、トヨタグループ 16 社が共同し
て、トヨタグループ発祥の地である旧豊田紡
績本社工場跡に残されていた建物を生かして
設立された、産業技術記念館へ案内した。
　紡ぐ・織る技術の基本と繊維機械の移り変
わりを展示する繊維機械館、自動車の仕組み
と構成部品、創業当時からの現代に至る自動
車技術と生産技術の移り変わりが分かる自動
車館を順次見学、中でも自動車館では特に興
味を示し予定時間が超過しそうになり、アジ
研へ戻る時間も心配されたが、午前 11 時過
ぎののぞみ号で離名され、列車は多少の遅れ
もあったようだが無事アジ研に到着された。
　後日、研修員から丁寧な礼状が寄せられた。

　名古屋支部はフィリピン犯罪防止実務者
連盟（CPPAP、旧フィリピン刑政財団）と
1994 年友好協約を締結以来、継続してその
活動を支援してきたところ、2012 年の活動
実績などについて、2013 年 1 月 14 日下記の
とおり報告があった。

　なお、今後もその活動を支援し、CPPAP
の更なる発展に資するための資金として、1
月 16 日、￥500,000 －を送金した。

（天澤　眞二）
フィリピン犯罪防止実務者連盟 2012 年活動
報告
　当連盟は、犯罪防止及び犯罪者処遇を擁護
し推進する機関です。会員の中心的な構成は、
国連の犯罪防止及び犯罪者処遇に関する国連
アジア極東犯罪防止研修所（UNAFEI）の
研修修了者で成り立っています。
　その存在意義は、フィリピンの刑事司法を
改善し、平和と発展を推進することに資し、
更に、世界の平和、安全、協力安定を実現す
るため、フィリピンにおける犯罪防止及び刑
事司法運営に関する効果的な方法を発展さ
せ、犯罪防止及び刑事司法運営に関する連帯
と相互の協力を、とりわけ、アジア刑政財団
（ACPF）、UNAFEI、及び他の国連機関を通
じ、高めることにあります。
2012 年の課題、活動、最近の実績
　当連盟の会合
　2012 年、当連盟は、計 8 回の会合を開催
し、フィリピン・日本ハーフウェイハウス
（PJHH）の運営及び修復的司法の推進を含
む幾つもの課題及び懸案事項について討議
し、議決しました。会合を通じ、会員は、議
論し、それを深め、結論を導き出します。
矯正局との連結調整
　矯正局内で、局長以下幹部職員の人事異動
がありました。そこで、PJHHの運営体制及
び実践に関する課題が浮上しました。当連盟
は、矯正局の新たな責任者に当ハウスの居従
者の社会復帰に関する施設の重要性を説明す
る必要性に迫られました。当連盟職員の粘り
強い説明が功を奏し、矯正局は、入居者の改
善更生プログラムにも同意してくれました。
この連携調整では、ハウス施設の修繕を速や
かに実施することも含まれました。
　CPPAP 会員は、また、仮釈放保護観察局

フィリピン犯罪防止実務者連盟
（CPPAP）の2012年の活動実
績と今後の活動に対しての支援

　名古屋支部の第 21 回役員会・総会は、平
成 25 年５月 31 日ＫＫＲホテル名古屋で池上
政幸名古屋高検検事長、寺脇一峰名古屋地検
検事正、財団本部から西村逸夫審議役を来賓
としてお迎えし、18 人が出席して開催され
た。田中・小関両主幹が平成 24 年度の事業
報告、同収支決算報告、25 年度事業計画案、
同予算案の４件の議案について説明、審議の
結果、原案どおり可決承認された。
　終了後、懇親会が開かれ、池上検事長の挨
拶に続いて、寺脇検事正が乾杯の音頭をとっ
た。最後に小関主幹の閉宴を惜しみながらの
挨拶で、散会となった。

支部総会
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のモンテンルパの PJHH の改善更生活動計
画と調整しています。
治療共同体訓練の実施
　CPPAP は、指導及び経費を負担し、
PJHHの治療的共同体の指導に関して、2012
年 7 月 31 日から 11 月 29 日までの、入居者
22 名に対して訓練を実施しました。3か月の
訓練は、集団ベースの改善プログラムで受刑
者たちは、釈放に向けた行動や態度を改善す
るために特化されていました。
　この訓練は、保護観察及び仮釈放局並びに
矯正局により実施され、前者はマニュエル
コー局長そして後者はラオドラ・ディアス局
企画官に指導を頂きました。
フィリピン・日本ハーフウェイハウスに対す
る備品及び機材の寄付
　運営委員会の委員である国家警察委員会の
ヨランダ・リラ局長及びフィリピン犯罪大学
のメルセデス・フォロンダ博士から、職員及
び入居者用扇風機 2台をご寄贈いただきまし
た。CPPAP は、洗面器具、雑貨、食器を、
入居者及び参加者のため寄付しました。
フィリピン・日本ハーフウェイハウスの運営
に関するCPPAP、国家警察委員会及び司法
省機関の覚書案の作成
　PJHHの運営に関与する各省庁及び組織の
権限を明確化するため、運営委員会は関係者
とともに覚書案を検討することに同意しまし
た。案文は、ACPF に対し吉田氏を通じて
送付され、覚書案に対する情報と勧告を待っ
ています。
フィリピン・日本ハーフウェイハウスに向け
られた諸活動の確認
　PJHH 施設長だったサルバシオン・バリ
ビド女史の退任に当たり、2012 年 8 月 3 日、
ささやかなパーティが開催され、そこで感謝
状が記念品とともに授与されました。バリビ
ド女史は、施設長として 13 年の永きにわた
り務められました。その貢献に称賛を表した
いと思います。

関係機関及び団体との継続的連携
　運営委員会幹部及び会員による会合を開催
することにより、関係団体・省庁の一層のご
理解を頂きました。また、当連盟の会員諸氏の
技能及び才能は、治療共同体的指導の実施に
際し、刺激を与えるばかりでなく、貢献するこ
とにもつながりました。他の関係者にも、講
師及び支援者としてご支援いただきました。
　CPPAP は、マカティ大学総合健康学部代
替医療センターから新会員の登録をいただき
ました。
　2012 年後半、CPPAPは政府機関第一線で
活躍する職員と人材のための「健康生活様式
を通じた健康促進」と称する企画活動を始動
しました。この活動については、2012 年 12
月 15 日、国家警察委員会により監査が実施
されました。
戦略的計画会合の実施
　本連盟の諸目的を再確認するため、戦略的
計画会合が 2012 年 12 月 1 日及び 2日の日程
でタゲイタイ市のビナ・コリナ・リゾートに
おいて開催されました。
　幹部及び会員は、過去数年の実績を検証し
ました。本連盟は、次期 5年間の新規活動に
関する明確な目標及び諸準備が検討されまし
た。この中期的計画は、本会合において策定
されました。
少し早めの祝賀会
　クリスマス会は、幹部や会員が大変な業務
を再認識し、これまでの実績を祝う貴重な機
会です。会員たちの多忙な業務日程を勘案し、
少し早めのクリスマス会が、2012 年 12 月 6
日、国家警察委員会犯罪企画局において開催
されました。ミルヌ・メディナ長官官房局長
に会場を提供していただきました。祝賀会は、
その後会員及び職員のプレゼントの交換に発
展しました。
　本祝賀会には、保護観察仮釈放局次長の承
認をいただいてエディタ・ブェミオ課長のご
列席もありました。
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　大阪支部では、毎年、アジ研の研修生の派
遣を受ける機会に、近畿大学法科大学院にお
いて、学生とアジ研研修生との意見交換会を
開いておりますが、今年も９月 14 日（土）
の午後２時から５時まで、ブータン、ブラジ
ル及びタイの３国からの研修生と同大学院生
約 30 名との間で意見交換会を催しました。
　ブラジル（検察官）、ブータン（警察官）、
タイ（司法省）の順に、研修生から自国の刑
事手続の概要や刑務所施設の実情、ＤＮＡ鑑
定の実際などについて、我が国の制度には見

大阪支部

近畿大法科大学院と意見交換会

第155回
国際研修員を迎えて

られない各国の実情のプレゼンテーションを
受けたあと、大学院生との間で活発な質疑応
答がなされ、研修生及び大学院生ともに充実
した意見交換会を楽しみ、最後は記念写真を
撮影して終わりました。
　そのあと、大阪支部の会長、幹事らは、研
修生３名と交流懇談会を開き、３人の疲れを
癒すとともに、なごやかで楽しいひとときを
過ごしました。
　研修生３名は、翌日、台風のための大雨を
もいとわず、更生保護法人和衷会の施設や大
阪城などを意欲的に見学し、夕方の新幹線で
東京への帰路につきました。
� （瀧・柏岡）
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国際研修員と当支部幹部との交流懇親会 更生保護法人・和衷会での記念撮影



A C P F  N E W S  No.54 2014.2（32）

　第 155 回アジ研国際研修参加者を迎え、平
成 25 年９月 14 日に長野市内の「ホテル国際
21」において、会員との意見交換・親善交歓
会を開催し、翌 15 日には信濃路の散策を楽
しんでいただきました。
　今回来県した研修参加者は、アゼルバイ
ジャン司法省立法総務部顧問アゼル・ラミー
ズ・タヒエフさん、ブータン警察庁犯罪捜査
部法務課法務官キンレイ・ワンディさん、モ
ルディブ検事総長府検察部長マフムード・サ
リームさん、モルドバ内務省警察局バルチ警
察署犯罪捜査官アレクサンドル・ヴィクトー

ル・ビジェナルさんら４名と、引率いただい
た府中刑務所教育専門官渡邉真也さんの合計
５名であり、一行は 14 日正午近く、長野新
幹線にて長野駅に到着し、当支部出迎えの車
両で宿泊先の「ホテル国際 21」に到着いた
しました。
　到着後直ちに同ホテル内において昼食を済
ませたあと、長野県庁内にある長野県警察本
部へ移動し，通信司令室において「110 番」
の受理状況および指令状況等を見聞した後、
長野中央警察署若松町交番を訪れ、交番所長
から勤務体制、装備品、通信連絡等の説明を

スケート場見学でソチ五輪気分

　大阪支部では、刑務所からの仮釈放を受け
た者らに対する保護観察の実情を知るため、
平成 25 年１月 24 日、大阪保護観察所の西村
所長をはじめ、各地の保護司会の会長らとの
懇談会を開きました。
　アジア刑政財団大阪支部では、アジア刑政
財団がこれまで果たしてきた役割が形式的な
ことばかりであって、会員を納得させるに足
る実質的な役割を果たし得ていないことを深
く反省し、「犯罪なき繁栄」というスローガ
ンを単なるスローガンにとどめておかず、こ
れを大阪の地で、現実のものとして実現して
いくためには、大阪の犯罪率、再犯率を減少
させる上で、大阪支部としてもできる限りの
役割を果たしていかなければならない、との
方針を樹立し、その基礎的学習のためにこの
懇談会を開きました。
　帰住先の拡充や就労支援など、具体的諸施
策の実施こそが、犯罪率、再犯率を下げる上
で極めて重要であることを学びました。

　次いで、９月 11 日の大阪支部定時総会に
おいても、この懇談会の内容を更に詳しく会
員全体に伝えるため、大阪保護観察所の新し
い関口裕所長及び、ＮＰＯ法人大阪府就労支
援事業者機構の松田慎一事務局長の２人か
ら、「更生保護の課題と方向性」と題して、
就労支援の実情と出所者のための帰住先確保
の重要性について講演をして頂き、会員から
「有益な話であった」とのコメントをもらえ
ました。
　また、当支部は、公益財団法人への移行申
請に伴い、財団本部と同時期の会計年度とな
ります。現在７月１日～翌年６月末日となっ
ておりましたのを、平成 26 事業年度から４
月１日～翌年３月末日に変更します。去る９
月 11 日の定時総会において、会員の皆様に
ご承認を頂いております。
　それに伴い、来年度の定時総会は６月 18
日（水）に決定しておりますので、お知らせ
致します。� （瀧・柏岡）

大阪保護観察所長らとの懇談会と定時総会での講演について
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受けました。その後国宝
「善光寺」に案内し、境
内を散策したり、善光寺
で有名なお戒壇巡りも経
験していただきました。
　善光寺からホテルに戻
り、午後４時 30 分から
長野支部会員との歓迎式
典・意見交換会が開催さ
れました。
　西村会長の歓迎の挨拶
のあと、各研修参加者の
自己紹介、特に勤務経歴
等や勤務先の地位などに
ついて引率の渡邊さんの通訳により説明・発
表がありました。
　式典後、参加した支部会員と研修参加者と
の記念撮影をした後、懇親会場において、茶
道石州流怡渓会（いけいかい）の宮澤氏の進
行によりお手前を解説を入れながら研修参加
者・参加支部会員全員に薄茶を楽しんでいた
だいたあとパーティーへと移りました。
　宴半ばにはビンゴゲームが行われ、参加者
全員に賞品が交付されるなどしてゲームを楽
しんでいただきました。
　終了間際には研修参加者の代表として、モ
ルディブのマフムードさんからお礼の挨拶が
述べられ、参加者全員が手をつないで大きな
輪になり「ふるさと」を合唱して閉会となり
ました。
　翌 15 日午前８時半ころ、当支部で手配し
た車両によりホテルを出発し「川中島の古戦
場」、「松代城跡」など長野県北部の歴史跡を
視察した後、松代町内の水澤ブドウ園を訪問
し、最盛期の「巨峰」、「ロザリオブランコ」
のブドウ狩りを楽しんでいただき、再び長野
市内に戻り、市内の浦野リンゴ園を訪問し、
採りたてのリンゴを賞味していただくなど
し、信州の秋の味覚を味わっていただきまし
た。

　当日は残念ながら台風の影響により雨に打
たれながら、傘を差しながらという旅程と
なってしまいましたが、にこやかに信州の観
光・味覚を楽しんでおられました。
　当初は北信濃の商都「小布施町」を散策す
る予定でありましたが、台風の影響により早
めに東京に戻りたいとのことで、予定を変更
し、長野オリンピックスピードスケート会場
であった「Ｍ（エム）ウェーブ」を見学いた
しました。
　ソチオリンピック会場が近いというアレク
サンドルさんや、氷はもちろんスケート場の
ないマフムードさんらはずいぶん興味深げに
見学しておりました。
　見学のあと、長野駅近くのレストランにお
いて昼食をとりつつ談笑し、その後長野駅ま
でお送りしてお別れいたしました。
　研修参加者の皆様には慌ただしい２日間で
あったと思いますが、あいにくの台風の影響
もものともせず、明らかに来県時の緊張した
面持ちから一転してリラックスしたにこやか
な笑顔で過ごされたように感じ、親善友好の
交流ができたものと思います。
　帰国後の皆様のご活躍を祈念いたしており
ます。
� 長野支部事務局長　山田　清

４人の研修参加者を迎え記念撮影
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　今号の表紙の写真は、昨秋、アジ研（国連
アジア極東犯罪防止研修所）の第 16 回汚職
防止刑事司法支援研修（2013 年 10 月 9 日～
11 月 13 日）に海外から参加した研修員が日
本語で挨拶しているところ。10 月 29 日東京
みのる会（鈴木實会長）が東京港区の明治記
念館で開いた歓迎の意見交換会での場面であ
る。
　参加国は、バングラデシュ、カ
ンボジア、ミャンマー、タイ、東
ティモールのアジア諸国だけでな
く、アフリカからアルジェリア、
ケニア、ナムビア、ヨーロッパか
らモルドバ、中南米のパナマ、地
球の裏側南米のブラジルからの
11 か国 18 人。国内からの７人を
合わせ計 25 人。
　Anti-Corruption。 汚 職 防 止 は
各国の悲願といってもよい。肩書

を見ると、国家汚職対策センターマネーロン
ダリング対策庁上席捜査官（モルドバ）、汚
職対策部総司令局副部長（カンボジア）、倫理・
反汚職委員会資産追跡捜査課監督官、同証拠
分析検事、同捜査課法廷捜査官（いずれもケ
ニア）、汚職対策委員会捜査訴追課首席捜査
官（ナムビア）……。警察官、検事、判事ら
その道のエキスパートたちだ。

全員がユナフェイ（UNAFEI）といって笑顔の記念撮影

人
気
だ
っ
た
天
ぷ
ら
コ
ー
ナ
ー
の
実
演

「汚職との闘いに活路」と決意表明
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　意見交換会では、鈴木實会長が「日本の刑
事司法の背景にある風土や文化に親しんでい
ただくことが研修効果を一層高め、同時に皆
さまのお国と日本のよりよい関係の推進に役
立つと期待しております」と挨拶。続いてア
ジ研の赤根智子所長の挨拶のあと、ＡＣＰＦ

（アジア刑政財団）の日野正晴理事長が乾杯
の音頭をとった。
　会場の料理には、宗教によって食べること
が禁止されている食材が分かるように、豚肉、
牛肉、鳥肉などの表示がされている。天ぷら
を揚げるコーナーも設けられ、心配りのきい
た「おもてなし」に、研修参加者も大喜びだ
った。
　日本語による自己紹介では、流暢に話しを
する一方でカンニグペーパーに頼る人もあっ
て、爆笑の渦。壇上から降りると、ひとりひ
とりにお土産が手渡された。

　最後にケニアのエバ・ワッカ・ディギニさ
ん（倫理・反汚職委員会捜査課法廷捜査官）
がお礼の挨拶。「汚職との闘いは世界共通の
課題。今回の研修で、汚職と闘うための方法
を見出すことが出来ると確信している」と決
意を述べた。通訳は伊藤謙一さん（証券取引
等監視委員会情報交換係長兼証券調査官）が
あたった。
　中締めは、ＡＣＰＦの高井新二審議役（元
仙台地検検事正）。リハーサルのあと、全員

揃って「ヨー、
ポン」。一本
締めでお開き
となった。
　 記 念 撮 影
で の か け 声
は「ＵＮＡＦ
ＥＩ（アジ研
の 英 語 の 略
称 ）」。「 撮 り
ますよ、笑っ
て」とカメラ
マ ン が い う
と、全員が「ユ
ナ フ ェ イ 」。

口を結んだ堅い表情でなく撮れているのは、
そのお蔭だ。
　アジ研からは清野憲一次長や教官、事務職
員ら、財団本部から学術評議員で筑波大名誉
教授の土本武司氏、横山佳夫理事、理事代理
として川瀬達也氏、山口昭夫調査役、堤哲評
議員、矢鳴信行事務局次長、受付などのお手
伝いにＡＣＰＦ事務局の市川美鈴、堀内真理
子、竹内陽子さんがあたった。
　東京みのる会からは鈴木会長の他、坂本幸
政、松本勝巳、坪口隆（監事）、鈴木満、大
熊重夫、今成艶子各会員が出席した。　　　  
                                   （報告者：鈴木満）

司会の堀内ACPF事務局長

日野正晴理事長（左）と鈴木實会長

中締めの音頭をとる高井審議役

お土産を手渡す坪口監事（左）
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　５月 31 日、横浜支部の役員会・総会が、
横浜銀行本店会議室で行われた。平沢貞昭・
横浜支部会長（横浜銀行特別顧問）、中川利幸・
横浜支部顧問（横浜保護観察所所長）をはじ
め支部役員、会員 13 名が出席した。長年に
亘り当支部の会員で副会長をつとめていた中
溝文啓・㈱ミラノ会長が今期で引退し、故郷
に戻られることとなった。総会の後、恒例の
横浜港ディナークルーズが行われる山下公園
に移動した。
　今年は、第 154 回国際研修参加者 16 名、
オブザーバー２名、コースカウンセラー１名
と佐久間達哉アジ研所長らをご招待し、例年
通り、横浜港ディナークルーズを開催した。
恒例の地元横浜国大の留学生 15 名に加え
て、多彩なゲストをお迎えした。日野正晴・
ACPF 会長、早川恒雄・ＡＣＰＦ千葉支部
会長、千葉景子・元法務大臣（横浜支部顧問）、
水戸将史・元参議院議員（横浜支部顧問）、
芦刈勝治・新日鐵住金㈱顧問、堤哲・ACPF

評議員、中野康男・千葉テレビ放送㈱代表取
締役、高橋隆男・㈱テレビ神奈川取締役、高
井新二・ACPF 審議役、能勢賢一・㈱グラ
ンドアクセス、中村文昹・中央地区保護司会、
有田知徳・ACPF 審議役、植野永輝・富士
古川 E ＆ C ㈱、佐久間信哉・神奈川県庁政
策局参事監、青木明彦・藤沢市役所、冨岡恭
三・ACPF 千
葉支部事務局
長、安田克明・
日産自動車㈱
渉外部長、宮
戸光・藤沢市
議会議員らが
参加して、総
勢78名になっ
た。まず横山佳夫・横浜支部副会長（ＡＣＰ
Ｆ本部理事）が開会を宣言、平澤会長が歓
迎の挨拶。佐久間アジ研所長、日野ＡＣＰ
Ｆ会長、早川 ACPF 千葉支部会長、千葉元

乗船前に「マリン・ルージュ号」前で記念撮影

歓迎の挨拶をする平澤会長

恒例の横浜港クルーズがにぎやかに
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法相の挨拶の
あと、水戸元
参議院議員が
乾杯の音頭を
とった。
　マリンルー
ジュ号は午後
７時山下公園
の桟橋を出港
し、午後９時
帰着までの２
時間のクルー
ズ。 そ の 間、

研修参加者らは豪華な食事と国内外の司法関
係者との会話、横浜港の夜景をデッキに出て
楽しんだ。
　このあと和服姿の荒山伸一さんと元横浜支

部副会長の中溝文啓さんが研修生と留学生に
記念品をプレゼント。今年は、富士山が世界
遺産に登録されたので、団扇の絵柄は北斎の
富嶽 36 景。団扇の絵柄の説明をアジ研の職
員の方がすると、皆、袋から団扇を取り出し
江戸時代の日本の風景に魅入っていた。そし
て、交流会の締めは「日舞扇乃会」の花柳錦
右さん、森口カツ子さんによる船上での日本
舞踊。着物姿の海賀マキさんも加わった東京
音頭では記念品の団扇を手に、船が揺れるの
もものともせず、参加者一同が輪になって
踊った。全員で参加できる東京音頭は研修生
に大好評で、今回は希望者にわたせるよう盆
踊りの曲などが入った CD をお届けした。

　最後に研修員を代表してモルディブの警
察庁ドゥーニドゥ管理部次長のマウムーン・
ジャウファさんがお礼の言葉を述べ、日本人
研修員の三重刑務所桑名純平統括矯正処遇官
が通訳にあたった。
　あっという間の２時間だったが、充実した
交流会ができたと自負している。例年のこと
ながら、横浜国大の留学生の参加は、アジ研
研修生との出会いの場をつくり、お互いの絆
を結ぶのみならず、研修生に自国の学生が日
本で学んでいる姿を具体的に見る機会を与え
るなどの丁寧なお

・

も
・

て
・

な
・

し
・

（hospitality）が
できた。ご協力いただいた関係各位にお礼を
申し上げたい。　　　　

（横浜支部主幹・川島清嘉）

荒山さんらが研修参加者にプレゼント

花柳錦右師匠を先頭に東京音頭

お
礼
を
述
べ
る
ジ
ャ
ウ
フ
ァ
さ
ん

（
左
）
通
訳
は
桑
名
研
修
員

公益財団法人の新評議員に
決まった千葉景子元法相
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　期成会は、研修者に故国へのお土産に持ち
帰ってもらおうと、独自に英語版の会報＝写
真＝を作成、６月 27 日にアジ研内で開かれ
た歓送会で、ＡＣＰＦの大森晶夫事業局長か
らモルディブ警察庁ドゥーニドゥ管理部次長
のマウムーン・ジャウファさんに贈られた。

　恒例となった大相撲夏場所に研修参加者を
お招きしてのアジア刑政財団本部支部「期
成会」（鈴木仁会長）交歓会は、昨年５月 25 
日（土）に開かれた。夏場所 14 日目。横綱
白鵬と大関稀勢の里との全勝対決とあって、
場内の熱気に外国人研修参加者たちも大興奮
だった。

英語版期成会報を大森晶夫Ａ
ＣＰＦ事業局長から受けるマ
ウムーン・ジャウファさん

「満員御礼」の垂れ幕の下
全勝対決に湧く

お土産に期成会報英語版
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記念撮影（上）歌
手の小柳万美さん
（右）

司
会
の
品
田
さ
ん
と

通
訳
の
鈴
木
国
際
研

修
専
門
官

鈴木会長

三
本
締
め

田久保副会長

　 ア ジ 研 の 第
154 回国際研修

（2013 年 5 月 15
日～ 6 月 28 日）
は「矯正・保護
職員のストレス
マネジメント－
中間監督者の能
力育成」がテー
マ。ケニア、モ
ルディブ、ミャ
ンマー、タイ、
トンガ、香港、
韓国、フィリピ
ンの８か国・地
域から 12 人、国内から 7 人が参加した。
　打ち出し後、近くの第一ホテル両国に移動

して交歓会。品田浩
子主幹の司会で、鈴
木仁会長、佐久間達
哉アジ研所長、堀内
国宏ＡＣＰＦ事務局
長が挨拶、ＡＣＰＦ
評議員でもある堤哲
期成会名誉顧問が乾
杯の音頭をとった。
　アトラクションと
して歌手の小柳万
美 さ ん（25 歳 ） も
登 場 し た が、 日 本
語での自己紹介で
は、事前にお願いし
て「尊敬する日本人」

「知っている日本
人」の名前をあ
げてもらったが、
一番人気はアジ
研の田代晶子教
官。 サ ッ カ ー の
香 川 慎 司、 中 田
英 寿、 安 倍 晋 三
首相。皇室人気も結構あり、２人が「エンペ
ラー・アキヒト」をあげ、「プリンセス・マ
サコ」という研修参加者もいた。
　最後に田久保健美副会長が閉会の挨拶をし
た。
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　「今日のレセプションは本当に楽しい」
　〝秩父音頭〟の踊りを終えた研修参加者の
１人から、このような言葉が洩れた。
　「ハァーエ　鳥も渡るか　あの山越えて」
　会場に流れる歌詞とメロディーに合わせ、
参加者全員が大きなサークルを作り、輪の中
央で範を示した竹内芙美子支部副会長の動き
を真似て、「秩父音頭」の踊りが暫しの間、
続けられた。
　埼玉支部恒例行事であるケニア非行少年処
遇制度研修の研修員 11 名を迎えての歓迎夕
食会は、2013 年２月 19 日さいたま新都心の

ラフレさいたまで開催された。
　研修員は、アジ研の角田亮教官、福田義樹
国際研修専門官の引率で、さいたま市内の児
童自立支援施設の見学後、この夕食会に臨ん
だ。司会を支部会長代行の長島裕財団審議役、
通訳をＪＩＣＡの比佐圭子コーデイネーター
がつとめた。

　信田壽光支部会長は「支部会員の中にも、
非行少年の援護に携わっている者が多くいる
ので、皆様のご苦労が実感されます。今回の
研修がお国の非行少年等の処遇の充実にお役
にたちますことを願っております」と開会の

皆で輪になって「秩父音頭」

皆
で
秩
父
音
頭
（
同
右
）
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いところで、研修員代表による謝辞と信田会
長に対する象の彫り物の記念品の贈呈、記念
集合写真の撮影の後、竹内副会長が「また、
いつか、どこかでお会いする日の来ることを
心待ちいたしております」と閉会の挨拶。
竹内副会長が挨拶の冒頭で「楽しかったです
か？」 と 問 い か る
と、研修員からは

“Of course ！”（ も
ちろんです！）との
声とともに大きな
拍手が湧き上がっ
た。
　支部会員の参加
者は、これまでに名
前の出た人のほか、
有山茂平次、市川
憲子、榎本恭子、開
山憲一、志村　巌、白石寛司、鈴木明人、土
岐富子、野口國男、信田　巴、平川政江、松
本咲枝、向吉孝子、脇谷精二の皆さん。

挨拶。引き続き佐久間達哉アジ研所長から支
部会員に対する謝意を含んだ挨拶があり、堀
内国宏財団事務局長の音頭で乾杯、歓談に
移った。財団本部からのゲスト大森晶夫事業
局長、矢鳴信行事務局次長も紹介された。
　支部会員の多くが保護司、警察ＯＢ等の刑
事司法にかかわった者であるためか、８つほ
ど置かれていた立食円形テーブルのあっち
こっちで少年処遇に関する会話がさかんに交
わされていたほか、ケニアについての動物保
護公園、一夫多妻の家族制度、マラソン、ケ
ニア人を父とするオバマ米国大統領のことな
どにも話題が及んで会場全体が言葉の壁を乗
り越えての和気藹々とした雰囲気で満たされ
ていた。
　しばしの歓談を経て、日本語による自己紹
介を終えた研修員の一人一人に対して、信田
会長から記念品入りのバッグが手渡された。
このバッグの中には、メインの記念品である
七宝焼きの物入れのほか、会員各自が入手し
て持ち寄った事務用品・装飾品、会員手作り
の折鶴・調度品などが入れられていた。

　これに引き続いて、ケニアの人々が集まる
と必ず出るといわれている「ジャンボ・ブア
ナ」の大合唱が始まった。
　「ジャンボ！　ジャンボ　ブワナ！　ハバ
リ　ガニ？　ムズリ　サナ」
　支部会員はカタカナで書かれた歌詞と訳文
の記された紙片を手に、研修員と一緒に腰を
振りながら踊り、大声で歌い上げた。
　〝秩父音頭〟の踊りも終え、名残が尽きな

皆
で
ジ
ャ
ン
ボ

竹内副会長閉会挨拶

信田会長・榎本副会長を囲んで

信
田
会
長
へ
の
記
念
品
贈
呈

� （報告：長島裕財団審議役）
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　平成 25 年も無事終わり，また，新しい年
がきました。
　今年は初詣に行き，財団が飛躍する年とな
ることを，大國魂神社の主に頼みました。多
くの参拝者がいましたので，聞き届けてもら
えるように，私的には，例年に増してお賽銭
をはずんでおきました。
　今年は、４月１日をもって公益法人への移
行の登記を行い、いよいよ「公益財団法人ア
ジア刑政財団」がスタートします。よくぞこ
こまで来たとつくづく思います。これも偏に
各支部の皆様のご理解・ご協力の賜物と考え、
感謝いたしております。
　いわゆる公益制度改革３法が制定・施行さ
れたことから、従来の経緯は経緯として、こ
れら３法の要求する要件に当財団の方から事
実関係を合わせて移行申請するほかには財団
存続の道はなかったのです。
　その最大の問題点は、ガバナンスの確立。
具体的に要求されたのは、基本財産等の本部
への移管であり、この点が事務局として、財
団の支部設立運営経緯と新法の要求事項との
調整という面で最も苦労したところでした。
　幸い、最終的には、すべての
支部のご理解・ご協力を得てこ
れが昨年度中に実現でき、今回
のスムーズな移行認定につな
がったのです。
　新年度から公益財団法人とし
ての事業活動が始まります。今
回の移行申請手続きの中で、当
財団が行うことができる公益目
的事業の範囲が拡大され、これ
までの「開発途上国支援事業」

に加えて、「犯罪防止目的事業」も認定され、
国内向けの犯罪防止に関連する公開講演等も
できるようになり、幅広い「国際相互理解促
進目的事業」も認定されました。こうしたこ
とを踏まえて、来年度からも財団全体として、
活発な公益事業活動を展開し、それに見合う
資金を寄附金に対する税優遇措置等を活用し
て獲得する活動も併せて展開していただけれ
ばと思います。
　半面、公益法人として守るべき事項も厳し
く規定されており、中には罰則付きのものさ
えあるのです。
　これらのことを踏まえて、本年度は、「支
部実務担当者会議」を昨年 12 月に繰り上げ
て開催し、今回の移行の趣旨の徹底が図られ
たところです。
　平成 25 年度支部実務担当者会議概略
　　開催日時　平成 25 年 12 月 12 日　午後
　　　　　　　２時から同５時 30 分
　　場　　所　アジ研
　　参加者
　　　本部　日野理事長，松尾副理事長，樋
　　　　　　渡副理事長，堀内事務局長，大
　　　　　　森事業局長
　　　　　　有田，高井，三浦，新庄，杉田，
　　　　　　西村，渡邉の各審議役
　　　　　　堤評議員
　　　支部　名古屋支部：天澤眞二，
　　　　　　横浜支部　：相澤正雄，横山佳

公益財団法人が
４月スタート
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　　　　　　　　　　　　夫，赤津武雄
　　　　　　福岡支部　：池田稔，森山大輔
　　　　　　長野支部　：山田清
　　　　　　亀龍会　　：石橋利香
　　　　　　大阪支部　：柏岡征和
　　　　　　千葉支部　：髙橋啓人
　　　　　　日本橋会　：川瀬達也
　　　　　　広島支部　：吉田義誠
　　　アジ研　清野次長
                   岩下，三尾，守屋，角田，永
　　　　　　　井の各教官
　　　　　　　安藤首席，杉山統括，多田統      
　　　　　　　括，豊田主任，福田主任 
　　議　事　
　　（１）公益財団法人へ移行後の事業に関
　　　　する事項
　　　　①　公益認定の今後の流れと移行の
　　　　　　意義
　　　　②　平成 26 年度事業計画及び予算
　　　　　　編成の方針とその作業手順
　　　　③　予算執行，決算上，各支部に留

　審議役に新たに杉
田就（元日本 IBM
取締役執行役員法務
担当、現弁護士）、
安田博延（元 高知
地検、山口地検検事
正、最高検検事、現

弁護士）、島岡聖也（株式会社東芝監査
委員会室理事、元法務部長、経営法友会
評議員）の３氏が就任した。これで審議
役は 13 人となった。

審議役に新たに３氏

杉田　就氏 安田博延氏

島岡聖也氏

　　　　　　意いただきたい事項　　
　　（２）財団の現状と今後の事業展開等
　　（３）支部活動の充実・活発化を図るた
　　　　めの方策
　　　　①　本部における検討事項
　　　　②　アジ研からの研修予定説明・要
　　　　　　望等
　　　　③　支部からの意見・要望等
　事務局は，これから移行後の活動に必要な
規程，規則の整備，名称変更から生じる各種
事項への対応，登記の準備，そして平成 26
年度収支予算書の作成その他種々の重要かつ
迅速を要する事務が錯綜してくるため，当分
は，ノロにかかる余裕もないと，皆で話して
います。
　今年もよろしくお願いします。

（事務局次長・矢鳴信行）

財団の現況を説明する松尾副理事長
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　絹谷幸二画伯（財団本部理事、
本部支部期成会名誉会長、日本
芸術院会員、東京芸大名誉教
授、大阪芸術大学教授）の名品
で制作した「2014 国際貢献カ
レンダー」が完成＝写真、国連
のウィーンとニューヨークの本
部をはじめ関係各国、国内各支
部に送られた。
　海外版は、英語のほか中国、
韓国、フィリピン、インドネシ
ア、パキスタン、タイ、ミャン
マー、ベトナム、ネパール、マ
レーシア、インド、スリランカ、
バングラデシュの 13 か国語版
をつくっている。
　今回も磯崎信理事からご協賛
をいただきました。お礼を申し
上げます。（裏表紙にカレンダー
から世界遺産「富士山」の作品）
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＜ 主な海外関係活動 ＞
（平成 25 年 1 月から平成 25 年 12 月まで）
2 月 5 日　社会開発目標達成のための人々の
強化の推進に関する市民社会フォーラム　ア
メリカ・ニューヨーク　ニューヨーク駐在代
表メラップ女史出席
2 月 6 日～ 15 日　第 51 回国連社会開発委
員会　アメリカ・ニューヨーク　ニューヨー
ク駐在代表メラップ女史出席
3 月 4 日～ 15 日　第 57 回婦人の地位委員
会　アメリカ・ニューヨーク　ニューヨーク
駐在代表メラップ女史出席
3 月 11 日～ 15 日　第 56 回国連麻薬委員会
　オーストリア・ウィーン　ウィーン駐在代
表レド弁護士出席
4 月 4 日　犯罪防止刑事司法に関する NGO

同盟会議　オーストリア・ウィーン　ウィー
ン駐在代表レド弁護士出席
4 月 22 日～ 26 日　第 22 回国連犯罪防止刑
事司法委員会　オーストリア・ウィーン　
ウィーン駐在代表レド弁護士出席　ニュー
ヨーク駐在代表メラップ女史出席
5 月 13 日　人身取引対策世界行動計画に関
する国連総会上級会議　アメリカ・ニュー
ヨーク　ニューヨーク駐在代表メラップ女史
出席
9 月 18 日　犯罪防止刑事司法に関するNGO
同盟会議　オーストリア・ウィーン　ウィー
ン駐在代表レド弁護士出席
12 月 12 日～ 13 日　第 22 回国連犯罪防止
刑事司法委員会再召集会議　第 56 回国連麻
薬委員会再召集会議　オーストリア・ウィー
ン　ウィーン駐在代表レド弁護士出席
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　やっと公益財団法人に移行できることに
なった。やれやれである。アジア刑政財
団は、戦後初めて法務省が誘致に成功した
国連施設であるアジア極東犯罪防止研修所

（UNAFEI、アジ研）の活動を支援する目的
でつくられた。アジ研の所長が敷田稔前理事
長、次長が日野正晴現理事長のときで、検事
さんらに一口５千円の寄付を求めた。奉加帳
のトップは伊藤栄樹のちの検事総長だった。
　現在副理事長に松尾邦弘、樋渡利秋と２人

の元検事総長がいるが、むろん無給である。
堺屋太一会長をはじめ、理事・評議員、審議
役もボランティアだ。お役人の天下りとか、
高額退職金とは無縁である。
　旗印は「世界の犯罪なき繁栄」。国連ＮＧ
Ｏのトップカテゴリー（総合協議資格）にあ
る団体として、国際的には知名度が高いが、
日本国内では、ほとんどゼロに近い。
　公益財団法人移行で、公益目的の事業範囲
が広がったという。国際貢献を果たしながら、
会員に有益な情報をどう提供するのか。アイ
デアと実行力が求められる。

（編集長・堤　哲／財団評議員）

海外協力団体所在国など一覧



 絹谷幸二画「祝　世界遺産　朝輝日本一富嶽清流」


